
別紙様式第 16 号別紙 図書の記号・番号 世探 701

1

番号 訂正箇所 原文 訂正文 訂　正　理　由
ページ 行

1 7 左段9-10

　なぜ世界史を勉強する必要があるのだろうか。このような
疑問をもつ人もいるだろう。とくに日本の世界史教育では，
世界全域を視

し

野
や

に入れ，太古の昔から現代にいたるまでの長
大な時間が対象とされる。そのため，一見すると過

か

剰
じょう

な情報
を覚える教科という印象が強いかもしれない。しかし，世界
史の知識は現代の問題を見つめ直すうえで有用な教養になる
ものである。
　現在私たちが直面している働き方の問題，生と死の問題，
政治や外交の問題，環境問題などの多くは，私たちの生存の
危機を脅

おびや

かしているにもかかわらず，解決する方法がいまだ
見つかっていない。それでも，世界規

き

模
ぼ

の歴史の知識を通じ
て，私たちはそれらが成り立ってきた経

けい

緯
い

について知ること
ができる。また多くの歴史的事象に接することで，ある一つ

の出
で

来
き

事
ごと

が視点に応じて見え方がかわってくることや，似た
ような経験を人類が既に経験してきたことに気づける。この
ようにして広い視野を得ることは，既

き

成
せい

概
がい

念
ねん

にとらわれない，
柔軟な解決法を探るきっかけになるかもしれない。
　本章はこのような気づきを得るために設計されている。前
半では私たちの日常生活の一部となっている「茶」に注目し，
それがどのような歴史的経緯をへて，私たちの手元に届いた
のかを見ていく。後半では，宇宙や地球の誕生からはじめて，
現生人類が地球上に広がった過程を見ていく。これらの視点
を通じて，私たちの置かれている現在の状況を改めて捉え直
してみよう。そして，このような物の見方を，この章だけで
なく『世界史探究』全体を通して，育んでいってほしい。

里山の風景
（富山県）

プラスチックごみによる海洋汚染（アイルランド）稲の品種改良
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モンゴル帝国3モンゴル帝国は，どのよ
うにして大帝国へと発展
したのだろうか。

あとをついだフ
Khubilai Khan

ビライ・ハンが1279年に南宋を滅ぼした。フビライはまた高
こう

麗
らい
とビルマのパガン王国を服属させた。こうして13世紀の後半には，ユーラ

シア大陸の過半を支配する大帝国が出現した。

モンゴル帝国の
内実

モンゴル帝国内では，チンギス・ハンの直系の子孫が

それぞれハンを称していた。そのなかから大ハンがク

リルタイで選ばれていたが，第 4代のモンケ・ハンが急死したあとは，その

弟のフビライとア
Arigh-Böke

リクブケが大ハン位をめぐって争った。戦いに勝ったフビ

ライが大ハン位についたが，チンギス・ハンの三男のオゴタイ系のハイドゥ

がこれに反対して戦いを挑
いど
んでやぶれた。

　チンギス・ハンの次男のチャガタイ系のハンは，東西のトルキスタンで勢

力を確立した。この勢力をチ
Chaghatai ulus

ャガタイ・ウルスという。長男のジョチ系のハ

ンは，キプチャク草原と西シベリアで勢力を確立した。何人かのハンが並
へい
存
ぞん

したこの勢力の総称がジ
Jochi ulus

ョチ・ウルスである。一方，

西アジアを征
せい
服
ふく
したフレグは，イランとイラクを中心

にイ
Il Khan

ルハン国（フレグ・ウルス）を建て，彼の子孫が

そのハン位を受けついでいった。これらハンたちはお

おむねフビライ系の大ハンの権
けん
威
い
を認め，ゆるやかな

連
れい
携
けい
を保った。

　モンゴルは，被支配者の社会の内部に干
かん
渉
しょう
すること

は少なく，帝国の東部では漢語を駆
く
使
し
する官

かん
僚
りょう
に，西

部では主としてペルシア語を使う官僚に統治をゆだね

た。宗教的にも寛
かん
容
よう
で，仏教，イスラーム，キリスト

教などさまざまな宗教の信者が帝国国内で活発に活動

（在位1260〜94）

（→p.166）

（？〜1266）

（→p.96, 97）

モンゴルの制覇
中央ユーラシアの東部にあたるモンゴル高原では，10

世紀のはじめには遼
りょう
，12世紀のはじめには金

きん
が支配を

及ぼしたが，両国のモンゴル高原支配はきびしいものでは

なく，この地の騎
き
馬
ば
遊
ゆう
牧
ぼく
民
みん
は半ば自立した生活を送ってい

た。13世紀のはじめ，モンゴル高原の北部のモンゴル族の

なかでテ
Temujin

ムジンが勢力をのばしてモンゴルの諸部族を統合

し，1206年，クリルタイでハンに選ばれてチ
Chinggis Khan

ンギス・ハン

と称した。彼は騎馬遊牧民を千戸（千人隊）に組織し，東

方に弟たちを配し，西方に息子たちを配して，それぞれい

くつかの千人隊を率いさせて支配体制を固め，大モンゴル

国（モンゴル帝国）を建てた。機動力に富む軍を組織したチンギス・ハンは，

華
か
北
ほく
を支配していた金を攻撃し，ついで軍を西方に向け，トルコ系騎馬遊牧

民のナイマンに王位を奪われていた西
せい
遼
りょう
を1218年に滅ぼして併

へい
合
ごう
し，さらに

1220年，西トルキスタンからイラン高原で急速に勢力をのばしていたホラズ

ム朝を瓦
が
解
かい
させた。東に軍を返したチンギス・ハンは，1227年，西

せい
夏
か
を滅ぼ

した。その結果，中央ユーラシアの東部と中央部の騎馬遊牧民の大部分はチ

ンギス・ハンのもとに結集し，トルコ系の人々も含めて彼らはみな「モンゴ

ル人」意識を共有して，モンゴル帝国の支配者となった。

　チンギス・ハンの死後，オ
Ogotai Khan

ゴタイ・ハンは，1234年，金を滅ぼして，華北

を支配下に組みこむと，翌年カラコルムに都をきずいた。バ
Batu

トゥは西征して

キプチャク草原を制圧したあと，キエフ公国などのスラヴ系諸
しょ
侯
こう
を服

ふく
属
ぞく
させ

た。モ
Möngke Khan

ンケ・ハンは，弟のフビライに命じて雲
うん
南
なん
の大

だい
理
り
国を滅ぼし，さらに

チベットとベトナムに侵
しん
攻
こう
させ，またフ

Hülegü

レグを西方に派
は
遣
けん
して，1258年，ア

ッバース朝を滅ぼした。モンケ自らは南
なん
宋
そう
を攻めたが，途中で死去し，彼の

（→p.147） （→p.149）

（1162〜1227）

（在位1206〜27）

（→p.149）

（→p.115） （→p.147）

（在位1229〜41）

（1207〜55）

（→p.127）

（在位1251〜59） （→p.147）

（1218〜65）
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○内数字は大ハン位継承順
数字は在位年

しょう

有力者を中心に，一般の騎馬
遊牧民も集まる大集会で，何日
にもわたる宴会の間に，ハンの
選出や遠

えん
征
せい
の決定などが行われ

た。

千戸制ともよばれる，軍事・
行政のための組織。モンゴル高
原の騎馬遊牧民を95の千戸に分
け，各千戸をさらに百戸，十戸
に分けて，それらを軍事や行政
の単位とした。

現在のカザフスタンからウク
ライナにかけて広がる草原地帯
を当時はキプチャク草原とよび，
その地のトルコ系の騎馬遊牧民
をキプチャクとよんでいた。バ
トゥはキプチャクを配下に組み
こんだので，草原地帯のほぼす
べての騎馬遊牧民がモンゴル人
意識を共有することになった。

バトゥの軍はさらに西方にす
すんで，1241年にはポーランド
にまで達した。

モンゴル高原の遊牧風景と
ゲル

モンゴル帝国の系図
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磁
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出土分布は青柳洋治による）

　　　モンゴル帝国の出現は，ど
のようにユーラシア大陸の一体化
を進めただろうか。

図 p.115, 149, 172, 187

バグダードを占領するフレ
グ率いるモンゴル軍（ラシード・
アッディーン『集

しゅう
史
し
』の挿

さし
絵
え
）

ウルスは，モンゴル語の「国」
であり，ハンが率いる騎馬遊牧
民の集団とその領域を意味した。
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け，各千戸をさらに百戸，十戸
に分けて，それらを軍事や行政
の単位とした。

現在のカザフスタンからウク
ライナにかけて広がる草原地帯
を当時はキプチャク草原とよび，
その地のトルコ系の騎馬遊牧民
をキプチャクとよんでいた。バ
トゥはキプチャクを配下に組み
こんだので，草原地帯のほぼす
べての騎馬遊牧民がモンゴル人
意識を共有することになった。

バトゥの軍はさらに西方にす
すんで，1241年にはポーランド
にまで達した。

モンゴル高原の遊牧風景と
ゲル

モンゴル帝国の系図

デリー・
スルタン朝

元

日本

大越国

三仏斉
シンガサリ王国

チャガタイ・ウルス
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ポーランド

ハンガリー

ビザンツ
　帝国

マムルーク朝

神
聖
ロ
ー
マ
帝
国

ジョチ・ウルス

チャンパー王国

高麗

メッカ

ホルムズ

エミール

アルマリク

サマルカンド
ホータン

デリー

タブリーズ
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サライ

モスクワ

キエフ

上都

大都

杭州

広州

スコータイ

マラッカ

ラサ

カラコルム

パガン

ヴェネツィア

カイロ

泉州

コンスタンティノープル

大宰府
鎌倉

ワールシュタット 黒
龍 江

黄河
長江

ガ
ン
ジ
ス
川

イ ンド洋

イ
ン
ダ
ス
川

川

川ア
ム

シル

太 平 洋
グジャラート

0 2000km

モンゴル軍の遠征路
モンゴル帝国の領域
マルコ・ポーロの行路
モンテ・コルヴィノの行路
イブン・バットゥータの行路
中国陶磁器の出土地
（8～16世紀）

ユーラシアの東西にまたが
るモンゴル帝国（中国陶

とう
磁
じ
器の

出土分布は青柳洋治による）

　　　モンゴル帝国の出現は，ど
のようにユーラシア大陸の一体化
を進めただろうか。

図 p.115, 149, 172, 187

バグダードを占領するフレ
グ率いるモンゴル軍（ラシード・
アッディーン『集

しゅう
史
し
』の挿

さし
絵
え
）

ウルスは，モンゴル語の「国」
であり，ハンが率いる騎馬遊牧
民の集団とその領域を意味した。
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り適切な地図への変更）
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ヘイが二度にわたって門
Open Door Note

戸開放宣言を発し，門戸開放，機会均等，領土保全

という 3原則を提示した。この原則は，第一次世界大戦後のワシントン会議

で九か国条約にもりこまれた。

義和団戦争と
「中国」

日清戦争後，清では若手官
かん
僚
りょう
を中心に王朝や国家の存

亡に対する危機感が高まり，日本などを模した立憲君

主制の樹立を求める動きが生じた（変
へん
法
ぽう
自
じ
強
きょう
）。1898年，光

こう
緒
しょ
帝
てい
は康

こう
有
ゆう
為
い
や

梁
りょう
啓
けい
超
ちょう
を登用し，立憲民主制への移行措

そ
置
ち
を中心に，科

か
挙
きょ
改革，学校教育の

普
ふ
及
きゅう
，京

けい
師
し
大学堂（のちの北

ペ キ ン
京大学）設置，行政制度改革などを実施しよう

とした（戊
ぼ
戌
じゅつ
の変

へん
法
ぽう
）。しかし，既

き
存
そん
の体制維持を求める勢力が依

い
然
ぜん
強く，

また性
せい
急
きゅう
な改革は合意形成が不十分で，朝廷が混乱におちいる可能性があっ

た。そこで，西
せい
太
たい
后
こう
は袁

えん
世
せい
凱
がい
に命じて光緒帝を幽

ゆう
閉
へい
し，改革を終結させた（戊

戌の政変）。

　農村部でも，既存の秩
ちつ
序
じょ
を維持，回復しようとする

動きがおこった。山東など華
か
北
ほく
ではキリスト教の布

ふ
教
きょう

がすすみ，教会の庇
ひ
護
ご
下に入って徴

ちょう
税
ぜい
などからのがれ

ようとする人々と，既存の秩序内にとどまる人々とに，

社会が引き裂かれた。干ばつなどの自然災害もあって，

反キリスト教の動きが広がり，白
びゃく
蓮
れん
教
きょう
の流れをくんだ

宗教結社で，郷
きょう
村
そん
の自衛組織の一つであった義

ぎ
和
わ
団
だん
が

「扶
ふ
清
しん
滅
めつ
洋
よう
」を唱え，教会，鉄道，電信など「洋」と

かかわるものや人に危害を加えた。義和団は，その後

袁世凱の鎮
ちん
圧
あつ
からのがれつつ北上して，天

てん
津
しん
や北京に

せまった。

　欧米諸国から鎮圧を求められていた清は，義和団が

もん こ （1899，1900） （→p.276）

（→p.306）

（在位1874〜1908） （1858〜1927）

（1873〜1929）

（1835〜1908）（→p.196系図）

（→p.172,270）

めた。朝鮮は清
シン
に救援を求めたが，日本は清の海軍に攻撃するなどし，結果，

日清両国が開戦する事態となった（日清戦争）。清の北洋艦隊は日本海軍に

やぶれ，遼
りょう
東
とう
半島での陸上戦でも日本が勝利をおさめて1895年に下関条約が

締
てい
結
けつ
された。この条約によって，朝鮮の完全独立と冊

さく
封
ほう
などの停止，遼東半

島，台湾，澎
ほう
湖
こ
諸島の日本への割

かつ
譲
じょう
，賠

ばい
償
しょう
金 2億両

テール
の支払いなどとともに，

日本に対して欧米諸国と同等の通商上の特権が与えられることとなった。こ

の結果，日清関係は日本に有利な不平等条約下に置かれるようになり，また

朝鮮独立によって，清は冊封にもとづく関係にある国をほとんど失う結果と

なった。

　日清戦争終結後，ロシアと清，朝鮮との関係が強化され，日露間の対立が

しだいに鮮明になっていた。また，清では近代国家建設が提
てい
唱
しょう
され，全国の

電信網
もう
が完成して情報伝達が迅

じん
速
そく
になり，財政難を理由に外国からの借

しゃっ
款
かん
を

得て鉄道網が整備された。一方，日本だけでなく，ヴィルヘルム 2世の拡
かく
張
ちょう

政策のもとにあるドイツや，アメリカ＝スペイン戦争でフィリピンを得たア

メリカ合衆国が，清における利権獲得競争に参入した。1898年，ドイツが山
さん

東
とう
半島の膠

こう
州
しゅう
湾
わん
を租

そ
借
しゃく
地として青

チン
島
タオ
に海軍基

き
地
ち
を建設すると，ロシアが旅

りょ
順
じゅん
，

大
だい
連
れん
に，イギリスが山東半島の威

い
海
かい
衛
えい
にそれぞれ租借地を設定した。このほ

か，広
こう
州
しゅう
湾（仏），九

きゅう
龍
りゅう
半島北部と周辺の島々（新

しん
界
かい
［英］）にも租借地が置

かれた。これらの国々は，租借地を拠
きょ
点
てん
に周辺の鉄道敷

ふ
設
せつ
権，鉱

こう
山
ざん
開発権な

どを獲得し，清との間で他国に同様の利権を譲
じょう
渡
と
しないよう取り決め，その

地域を勢力範囲とみなした。それは植民地化とは異なっていたが，清の官
かん
僚
りょう

や知識人は，国土が分割されるという危機感をいだいた。

アメリカは，中国での利権獲得競争に出遅れた形となり，国務長官ジ
John Hay
ョン・

（1894〜95）

（→p.95）

（→p.253）

（→p.276）

（1838〜1905）

梁啓超は戊
ぼ
戌
じゅつ
の政変後に日本

に亡
ぼう
命
めい
し，日本語翻

ほん
訳
やく
などを通

じて欧米の思想にふれ，それを
漢文に翻訳した。梁啓超の漢文
訳は朝鮮やベトナムでも受容さ
れた。なかでも梁啓超の紹介し
たスペンサー（→p.277）の社会
進化論は，侵

しん
略
りゃく
を受けた民族に

危機感をいだかせたことが知ら
れる。

義和団の街頭宣伝 義和団は，
知識人の指導によらない民衆運動
であった。その街頭での宣伝では，
人形劇を使ったり，壁新聞を読み
あげたりして民衆にうったえた。

ロシア
シベリア鉄道

南
満
洲
鉄
道

（1916
完成）

（予定線）
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寧波杭州
南京

洛陽

ウラジヴォ
ストク

北京
山海関張家口

仁川

元山

釜山

下関

澎
湖
諸
島

広州湾

膠州湾

鴨緑
江

列
国
の
勢
力
範
囲

イギリス（B）
日本（日）
フランス（F）
ロシア（R）
ドイツ（G）

外国資本による鉄道
中国自設の鉄道

0 1000km

イギリスの香
ホン

港
コン

領有　

帝国主義諸国による中国侵
しん

略
りゃく

（20世紀初頭）
図 p.271，294

深圳

粉嶺九
  広
    鉄
     道元朗

屯門
荃湾

九龍

大澳

ヴィクトリア

香港島ランタオ島

新界

0 30km

香港の領域

南京条約（1842）で割譲
北京条約（1860）で割譲
1898年に99年期限で租借（新界）

東アジア諸国と欧米諸国が通商条

約を締
てい
結
けつ
し，東アジア各地に開港場が生まれた結果，

19世紀後半には新たな経済関係が形成された。天
てん
津
しん

や上
シャン
海
ハイ
，横浜や神

こう
戸
べ
，仁

イン
川
チョン
などの開港場や香

ホン
港
コン
など

が新たな拠点となり，欧米の商社だけでなく，在地

企業や華
か
商
しょう
なども活動の場を広げた。その結果，ヨ

ーロッパとアジア間の貿易だけでなく，アジア域内

の貿易も進展することになった。

1890年代になると，インドなども含むアジア全体

で綿
めん
業にかかわる産品のアジア域内の貿易が進展し，

綿
めん
花
か
生産，綿

めん
糸
し
，綿

めん
織
おり
物
もの
生産をめぐる，アジア域内

の新たな国際分業体制が生まれた。まず，中国国内

でのアヘン生産の増加もあり，インドから中国への

アヘン輸出が減少し，かわってインドから中国への

綿糸輸出が増大した。中国では手紡
つむ
ぎの綿糸生産か

ら手織りの綿織物生産へと転換した。また，日本で

は綿業を中心とする工業化がみられ，インド産と国

産の綿花を材料に綿糸，綿
めん
布
ぷ
生産がなされ，綿糸や

綿布が中国へと輸出された。そして，東南アジアに

は日本産綿糸を原材料としたアジア産綿布が流入し

たが，その東南アジアからは米や砂糖がアジア各地

に輸出されたのだった。

じんせん

アジア間貿易

最終的な主権は清にあるが，
一定期間その空間の主権を外国
に貸し出した地域。

イギリスは，1898年に99年期
限で新界を租借し，1997年に新
界だけでなく，香

ホン
港
コン
島や九龍半

島南部もともに中国に返還した。

1896年の露清密約で，清はロ
シアに対して東

とう
清
しん
鉄道の敷

ふ
設
せつ
権

を認めた。これにより，ウラジ
ヴォストクにいたるシベリア鉄
道と旅

りょ
順
じゅん
，大
だい
連
れん
が結びついた。

日本は中国の開港場での企業
経営権を獲得した。これは，清
と欧米諸国との条約にない新し
い内容であったので，最

さい
恵
けい
国
こく
待
たい

遇
ぐう
によって欧米諸国にも適用さ

れた。

遼東半島は，ロシア，ドイツ，
フランスの要請により，3000万
両とひきかえに日本から清に返
還された（三国干

かん
渉
しょう
）。清は，

この干渉を条約締結以前に一定
程度察知していた。

朝
ちょう
貢
こう
や冊封にもとづく東ア

ジアの政治秩序が19世紀に
解体していく過程をまとめ
よう。

深 める
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ヘイが二度にわたって門
Open Door Note

戸開放宣言を発し，門戸開放，機会均等，領土保全

という 3原則を提示した。この原則は，第一次世界大戦後のワシントン会議

で九か国条約にもりこまれた。

義和団戦争と
「中国」

日清戦争後，清では若手官
かん
僚
りょう
を中心に王朝や国家の存

亡に対する危機感が高まり，日本などを模した立憲君

主制の樹立を求める動きが生じた（変
へん
法
ぽう
自
じ
強
きょう
）。1898年，光

こう
緒
しょ
帝
てい
は康

こう
有
ゆう
為
い
や

梁
りょう
啓
けい
超
ちょう
を登用し，立憲君主制への移行措

そ
置
ち
を中心に，科

か
挙
きょ
改革，学校教育の

普
ふ
及
きゅう
，京

けい
師
し
大学堂（のちの北

ペ キ ン
京大学）設置，行政制度改革などを実施しよう

とした（戊
ぼ
戌
じゅつ
の変

へん
法
ぽう
）。しかし，既

き
存
そん
の体制維持を求める勢力が依

い
然
ぜん
強く，

また性
せい
急
きゅう
な改革は合意形成が不十分で，朝廷が混乱におちいる可能性があっ

た。そこで，西
せい
太
たい
后
こう
は袁

えん
世
せい
凱
がい
に命じて光緒帝を幽

ゆう
閉
へい
し，改革を終結させた（戊

戌の政変）。

　農村部でも，既存の秩
ちつ
序
じょ
を維持，回復しようとする

動きがおこった。山東など華
か
北
ほく
ではキリスト教の布

ふ
教
きょう

がすすみ，教会の庇
ひ
護
ご
下に入って徴

ちょう
税
ぜい
などからのがれ

ようとする人々と，既存の秩序内にとどまる人々とに，

社会が引き裂かれた。干ばつなどの自然災害もあって，

反キリスト教の動きが広がり，白
びゃく
蓮
れん
教
きょう
の流れをくんだ

宗教結社で，郷
きょう
村
そん
の自衛組織の一つであった義

ぎ
和
わ
団
だん
が

「扶
ふ
清
しん
滅
めつ
洋
よう
」を唱え，教会，鉄道，電信など「洋」と

かかわるものや人に危害を加えた。義和団は，その後

袁世凱の鎮
ちん
圧
あつ
からのがれつつ北上して，天

てん
津
しん
や北京に

せまった。

　欧米諸国から鎮圧を求められていた清は，義和団が

もん こ （1899，1900） （→p.276）

（→p.306）

（在位1874〜1908） （1858〜1927）

（1873〜1929）

（1835〜1908）（→p.196系図）

（→p.172,270）

めた。朝鮮は清
シン
に救援を求めたが，日本は清の海軍に攻撃するなどし，結果，

日清両国が開戦する事態となった（日清戦争）。清の北洋艦隊は日本海軍に

やぶれ，遼
りょう
東
とう
半島での陸上戦でも日本が勝利をおさめて1895年に下関条約が

締
てい
結
けつ
された。この条約によって，朝鮮の完全独立と冊

さく
封
ほう
などの停止，遼東半

島，台湾，澎
ほう
湖
こ
諸島の日本への割

かつ
譲
じょう
，賠

ばい
償
しょう
金 2億両

テール
の支払いなどとともに，

日本に対して欧米諸国と同等の通商上の特権が与えられることとなった。こ

の結果，日清関係は日本に有利な不平等条約下に置かれるようになり，また

朝鮮独立によって，清は冊封にもとづく関係にある国をほとんど失う結果と

なった。

　日清戦争終結後，ロシアと清，朝鮮との関係が強化され，日露間の対立が

しだいに鮮明になっていた。また，清では近代国家建設が提
てい
唱
しょう
され，全国の

電信網
もう
が完成して情報伝達が迅

じん
速
そく
になり，財政難を理由に外国からの借

しゃっ
款
かん
を

得て鉄道網が整備された。一方，日本だけでなく，ヴィルヘルム 2世の拡
かく
張
ちょう

政策のもとにあるドイツや，アメリカ＝スペイン戦争でフィリピンを得たア

メリカ合衆国が，清における利権獲得競争に参入した。1898年，ドイツが山
さん

東
とう
半島の膠

こう
州
しゅう
湾
わん
を租

そ
借
しゃく
地として青

チン
島
タオ
に海軍基

き
地
ち
を建設すると，ロシアが旅

りょ
順
じゅん
，

大
だい
連
れん
に，イギリスが山東半島の威

い
海
かい
衛
えい
にそれぞれ租借地を設定した。このほ

か，広
こう
州
しゅう
湾（仏），九

きゅう
龍
りゅう
半島北部と周辺の島々（新

しん
界
かい
［英］）にも租借地が置

かれた。これらの国々は，租借地を拠
きょ
点
てん
に周辺の鉄道敷

ふ
設
せつ
権，鉱

こう
山
ざん
開発権な

どを獲得し，清との間で他国に同様の利権を譲
じょう
渡
と
しないよう取り決め，その

地域を勢力範囲とみなした。それは植民地化とは異なっていたが，清の官
かん
僚
りょう

や知識人は，国土が分割されるという危機感をいだいた。

アメリカは，中国での利権獲得競争に出遅れた形となり，国務長官ジ
John Hay
ョン・

（1894〜95）

（→p.95）

（→p.253）

（→p.276）

（1838〜1905）

梁啓超は戊
ぼ
戌
じゅつ
の政変後に日本

に亡
ぼう
命
めい
し，日本語翻

ほん
訳
やく
などを通

じて欧米の思想にふれ，それを
漢文に翻訳した。梁啓超の漢文
訳は朝鮮やベトナムでも受容さ
れた。なかでも梁啓超の紹介し
たスペンサー（→p.277）の社会
進化論は，侵

しん
略
りゃく
を受けた民族に

危機感をいだかせたことが知ら
れる。

義和団の街頭宣伝 義和団は，
知識人の指導によらない民衆運動
であった。その街頭での宣伝では，
人形劇を使ったり，壁新聞を読み
あげたりして民衆にうったえた。

ロシア
シベリア鉄道

南
満
洲
鉄
道

（1916
完成）

（予定線）
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澎
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諸
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江

列
国
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勢
力
範
囲
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（20世紀初頭）
図 p.271，294

深圳

粉嶺九
  広
    鉄
     道元朗

屯門
荃湾

九龍

大澳

ヴィクトリア

香港島ランタオ島

新界

0 30km

香港の領域

南京条約（1842）で割譲
北京条約（1860）で割譲
1898年に99年期限で租借（新界）

東アジア諸国と欧米諸国が通商条

約を締
てい
結
けつ
し，東アジア各地に開港場が生まれた結果，

19世紀後半には新たな経済関係が形成された。天
てん
津
しん

や上
シャン
海
ハイ
，横浜や神

こう
戸
べ
，仁

イン
川
チョン
などの開港場や香

ホン
港
コン
など

が新たな拠点となり，欧米の商社だけでなく，在地

企業や華
か
商
しょう
なども活動の場を広げた。その結果，ヨ

ーロッパとアジア間の貿易だけでなく，アジア域内

の貿易も進展することになった。

1890年代になると，インドなども含むアジア全体

で綿
めん
業にかかわる産品のアジア域内の貿易が進展し，

綿
めん
花
か
生産，綿

めん
糸
し
，綿

めん
織
おり
物
もの
生産をめぐる，アジア域内

の新たな国際分業体制が生まれた。まず，中国国内

でのアヘン生産の増加もあり，インドから中国への

アヘン輸出が減少し，かわってインドから中国への

綿糸輸出が増大した。中国では手紡
つむ
ぎの綿糸生産か

ら手織りの綿織物生産へと転換した。また，日本で

は綿業を中心とする工業化がみられ，インド産と国

産の綿花を材料に綿糸，綿
めん
布
ぷ
生産がなされ，綿糸や

綿布が中国へと輸出された。そして，東南アジアに

は日本産綿糸を原材料としたアジア産綿布が流入し

たが，その東南アジアからは米や砂糖がアジア各地

に輸出されたのだった。

じんせん

アジア間貿易

最終的な主権は清にあるが，
一定期間その空間の主権を外国
に貸し出した地域。

イギリスは，1898年に99年期
限で新界を租借し，1997年に新
界だけでなく，香

ホン
港
コン
島や九龍半

島南部もともに中国に返還した。

1896年の露清密約で，清はロ
シアに対して東

とう
清
しん
鉄道の敷

ふ
設
せつ
権

を認めた。これにより，ウラジ
ヴォストクにいたるシベリア鉄
道と旅

りょ
順
じゅん
，大
だい
連
れん
が結びついた。

日本は中国の開港場での企業
経営権を獲得した。これは，清
と欧米諸国との条約にない新し
い内容であったので，最

さい
恵
けい
国
こく
待
たい

遇
ぐう
によって欧米諸国にも適用さ

れた。

遼東半島は，ロシア，ドイツ，
フランスの要請により，3000万
両とひきかえに日本から清に返
還された（三国干

かん
渉
しょう
）。清は，

この干渉を条約締結以前に一定
程度察知していた。

朝
ちょう
貢
こう
や冊封にもとづく東ア

ジアの政治秩序が19世紀に
解体していく過程をまとめ
よう。

深 める
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6 368 注②

2アジア，アフリカ，ラテ
ンアメリカの各国や社会
は，1970年代の冷

れい

戦
せん

の変
へん

容
よう

に対してどのような選
択をして対応したのだろ
うか。

冷戦の変容と世界の諸地域 めたイランやサウジアラビアなどの産油国は，外貨の蓄
ちく
積
せき
に成功した。こう

して，発展途上国のなかでも，豊かさの獲得へと向かう国と，発展への足が

かりをつかめずにいる国との経済格差が生じた（南南問題）。

中国と西側諸国
中国では1966年に文化大革命が勃

ぼっ
発
ぱつ
して国内政治が混

乱する一方，69年にソ連と軍事衝
しょう
突
とつ
が生じるなどして

中ソ対立が激化した。そのため，中国はアメリカ合衆国など西側諸国への接

近を試みた。その結果，1970年にカナダとの国交を正常化させ，71年にアメ

リカのキ
Kissinger

ッシンジャー大統領補佐官の訪
ほう
中
ちゅう
で米中和解の足がかりがつくられ

た。同年，国連では台湾の国民党政権にかわって中国の代表権を得て，安全

保障理事会の常任理事国の議席を得た。翌72年にはニ
Nixon

クソン大統領が訪中し

て毛
もう
沢
たく
東
とう
と会談し，米中和解がすすんだ。また，同年 9月に日本の田

た
中
なか
角
かく
栄
えい

首相が訪中して，日中国交正常化がなされた。日本は台湾と断交したが，経

済や文化面での関係は維持された。

中国の
改革・開放政策

1970年代に入ると中国では，肥料の導入などにより農

業の増産がみられた。また，1976年に周
しゅう
恩
おん
来
らい
と毛沢東

があいついで死去すると，四人組は逮捕され，文化大革命は終結した。

　文化大革命終結後，毛沢東の後継者である華
か

国
こく

鋒
ほう

が
（Hua Guofeng）

，農業・工業・国防・

科学技術の「四つの現代化」を提起し，1978年に華国鋒にかわって実権を掌
しょう

握
あく
した鄧

とう

小
しょう

平
へい

が
（Deng Xiaoping）

それを推進し，階級闘争をやめて経済を中心とする改革と対

外開放政策をすすめようとした（改革・開放政策）。1981年には，共産党の

一党独裁を維持して民主化を抑
よく
制
せい
しつつ，農村部での人民公社の解体や生産

請
うけ
負
おい
制の実施，おもに都市部での外国資本や技術による経済建設などからな

る，市
し
場
じょう
経済原理を導入した。しかし，党官

かん
僚
りょう
の腐

ふ
敗
はい
や人権の抑

よく
圧
あつ
，インフ

レや所得格差，沿岸部と内陸部の格差の拡大など，多くの問題が生じた。

（→p.361）

（1923〜）

（在職1969〜74）（→p.362）

（在職1972〜74）

（1921〜2008）

（→p.361）

（→p.348）

日本の経済発展と
東アジアの民主化

1970年代の石油危機と世界不
ふ
況
きょう
を，技術革新と合理化

によって切りぬけた日本は，経済の安定成長をつづけ，

韓国や台湾，香港，シンガポールへの資本輸出を行った。それはこれらの地

域の経済発展へと結びつき，N
ニーズ
IES（新

しん
興
こう
工業経済地域）とよばれる国々が

出てきた。また，1972年の日中国交正常化や78年の日中平和友好条約締
てい
結
けつ
，

翌79年の対中経済協力の開始にともない，中国との経済関係が深まり，日本

は中国の最大の貿易相手国となった。日本は，1980年代には経済が不調なア

メリカ合衆国にかわって世界経済を牽
けん
引
いん
し，87年には世界最大の債

さい
権
けん
国とな

った。しかし，対米輸出が急増すると，これがアメリカの貿易赤字の原因だ

とみなされて日米間の貿易摩
ま
擦
さつ
が激化し，アメリカの議会やマスコミでは日

本たたき（ジャパン・バッシング）が展開された。アメリカ政府は，貿易の

不均
きん
衡
こう
を是

ぜ
正
せい
するため，日本に輸入拡大や非関

かん
税
ぜい
障
しょう
壁
へき
の撤

てっ
廃
ぱい
などをせまった。

日本の急激な経済成長は，周辺のアジア諸国にも経済発展をもたらした。各

国では，開発独
どく
裁
さい
政権が関税障壁などを利用しつつ国内産業を保護・育成し

て工業化をすすめ，一方では先進国の自由貿易体制に依
い
存
そん
して輸出を推進した。

また，経済発展が生みだした中間層などによる民主化もすすんだ。

　韓国では，全
チョン
斗
ドゥ
煥
ホアン
，盧

ノ
泰
テ
愚
ウ
とつづいた軍事政権が，低賃金と外資導入を結

びつけた工業化をすすめ，年率10%をこえる経済成長がつづいた。1980年に

学生や労働者による民主化要求運動を武力弾
だん
圧
あつ
する光

クワン
州
ジュ
事件がおこったが，

政府は87年に民主化宣言を行い，88年にソウルオリンピックを開いて，その

国際的地位を高めた。

　台湾も，韓国と同様に経済発展がつづいたが，政治的には1949年以来，国

民党の一
いっ
党
とう
独裁下にあった。1986年，民主化運動やアメリカからの圧力を背

景に民
みん
進
しん
党の結成が認められ，87年には戒

かい
厳
げん
令
れい
が解除された。1988年には蔣

しょう

介
かい
石
せき
の子で後

こう
任
にん
の蔣

しょう

経
けい

国
こく

総
（Chiang Ching-kuo）

統が死去し，本
ほん
省
しょう
人
じん
で副総統の李

り

登
とう

輝
き

が
（Lee Teng-hui）

総統に就

任して民主化をすすめ，90年代初頭には大陸反攻も放
ほう
棄
き
して，「台湾にある

中華民国」としての国家建設をすすめた。

東南アジアでも，A
アセアン
SEAN諸国が，日本の資本投下と市

し
場
じょう
拡大に連動して，

経済を発展させた。1980年代後半に，フィリピンではマルコス独裁政権が崩
ほう

壊
かい
して民主政権が誕生した。しかし，経済発展にともなって貧

ひん
富
ぷ
の差の拡大

や環境問題，伝統的な文化の変
へん
容
よう
など，社会のひずみも拡大した。

　1970年代にアメリカや日本などから資本や技術を導入してめざましい発展

をとげた韓国や台湾などNIES諸国や，欧米の石油メジャーからの自立を強

（→p.365）

（→p.359）

（在職1980〜88）（在職1988〜93）

（→p.342）

（→p.316, 325, 341） （在職1978〜88）そうとう （在職1988〜96，96〜2000）

（→p.359）

（→p.359）

コラソン・アキノ（在職1986
～92） マルコスに暗

あん
殺
さつ
された夫

ベニグノ・アキノの遺
い
志
し
をつぎ，

マルコス政権崩壊後のフィリピン
大統領となった。

握
あく

手
しゅ

するニクソンと毛沢東
（1972年 2 月） アメリカは，ベ
トナム戦争での苦

く
戦
せん
により外交政

策の見直しをせまられ，中国との
関係を対決から和解に転じた。

日本製品を破
は

壊
かい

して抗議す
るアメリカの労働者（1980年）

光州事件の首
しゅ
謀
ぼう
者とされた金

キム

大
デ
中
ジュン
（→p.376）は，死刑判決を

受けた。1973年に「金
きん
大
だい
中
ちゅう
事
じ

件
けん
」を経験した日本を含む国際

世論は，この判決を強く批判し
た。金大中はのちに釈

しゃく
放
ほう
された。

アメリカのカーター（在職
1977〜81）政権は，海外の民主
化を求める人権外交を展開し，
開発独裁をとってきた諸国の民
主化を後押しした。 中国は1960年代にアメリカ以

外の西側諸国との関係改善にの
りだし，64年にはフランスとの
間で国交正常化がなされていた。

米中国交正常化は1979年 1 月
に実現した。

日本企業のタイ法人工場で，
現地の工員を指導する日本人
技術者（1989年）

一 �日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は，この共同声明が発
はっ
出
しゅつ

される日に終了する。
二　�日本国政府は，中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。
三 �中華人民共和国政府は，台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを

重ねて表明する。日本国政府は，この中華人民共和国政府の立場を十分理解し，尊
重し，ポツダム宣言第八項*に基づく立場を堅

けん
持
じ
する。

五 �中華人民共和国政府は，中日両国国民の友好のために，日本国に対する戦争賠
ばい
償
しょう
の

請求を放棄することを宣言する。
＊�「『カイロ』宣言ノ条項ハ履行セラルヘク又日本国ノ主権ハ本州，北海道，九州及

および
四国並ニ吾

等ノ決定スル諸小島ニ局限セラルヘシ」という内容をさす。

日中共同声明（1972年 9月29日） 日中国交正常化に際して両国政府が発した日中共同声明の
内容は，他国と中国とが国交を正常化する際に発する文書のモデルの一つともなった。 こ
こでの「台湾」のあつかいに注目して，社会制度を異

こと
にし，冷戦下で異なる陣営に属していた日中

両国の国交正常化の性格について考えてみよう。

1970年代に中国と西側諸国と
の関係が改善されたことは，東
アジアの冷戦に新たな特徴を与
えた。主要先進国は中国と国交
を正常化させて経済関係をしだ
いに強化していったが，軍事安
全保障面では台湾が自由主義陣
営にとどまったのである。

1970年代半ばになると，鄧小
平ら失

しっ
脚
きゃく
していた幹部の一部が

復
ふっ
権
けん
し，経済政策の調整がはか

られた。

「四つの現代化」は60年代に
周恩来が提

てい
唱
しょう
し，1973年に復

ふっ
権
けん

した鄧小平もそれを唱えた。
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2アジア，アフリカ，ラテ
ンアメリカの各国や社会
は，1970年代の冷

れい

戦
せん

の変
へん

容
よう

に対してどのような選
択をして対応したのだろ
うか。

冷戦の変容と世界の諸地域 めたイランやサウジアラビアなどの産油国は，外貨の蓄
ちく
積
せき
に成功した。こう

して，発展途上国のなかでも，豊かさの獲得へと向かう国と，発展への足が

かりをつかめずにいる国との経済格差が生じた（南南問題）。

中国と西側諸国
中国では1966年に文化大革命が勃

ぼっ
発
ぱつ
して国内政治が混

乱する一方，69年にソ連と軍事衝
しょう
突
とつ
が生じるなどして

中ソ対立が激化した。そのため，中国はアメリカ合衆国など西側諸国への接

近を試みた。その結果，1970年にカナダとの国交を正常化させ，71年にアメ

リカのキ
Kissinger

ッシンジャー大統領補佐官の訪
ほう
中
ちゅう
で米中和解の足がかりがつくられ

た。同年，国連では台湾の国民党政権にかわって中国の代表権を得て，安全

保障理事会の常任理事国の議席を得た。翌72年にはニ
Nixon

クソン大統領が訪中し

て毛
もう
沢
たく
東
とう
と会談し，米中和解がすすんだ。また，同年 9月に日本の田

た
中
なか
角
かく
栄
えい

首相が訪中して，日中国交正常化がなされた。日本は台湾と断交したが，経

済や文化面での関係は維持された。

中国の
改革・開放政策

1970年代に入ると中国では，肥料の導入などにより農

業の増産がみられた。また，1976年に周
しゅう
恩
おん
来
らい
と毛沢東

があいついで死去すると，四人組は逮捕され，文化大革命は終結した。

　文化大革命終結後，毛沢東の後継者である華
か

国
こく

鋒
ほう

が
（Hua Guofeng）

，農業・工業・国防・

科学技術の「四つの現代化」を提起し，1978年に華国鋒にかわって実権を掌
しょう

握
あく
した鄧

とう

小
しょう

平
へい

が
（Deng Xiaoping）

それを推進し，階級闘争をやめて経済を中心とする改革と対

外開放政策をすすめようとした（改革・開放政策）。1981年には，共産党の

一党独裁を維持して民主化を抑
よく
制
せい
しつつ，農村部での人民公社の解体や生産

請
うけ
負
おい
制の実施，おもに都市部での外国資本や技術による経済建設などからな

る，市
し
場
じょう
経済原理を導入した。しかし，党官

かん
僚
りょう
の腐

ふ
敗
はい
や人権の抑

よく
圧
あつ
，インフ

レや所得格差，沿岸部と内陸部の格差の拡大など，多くの問題が生じた。

（→p.361）

（1923〜2023）

（在職1969〜74）（→p.362）

（在職1972〜74）

（1921〜2008）

（→p.361）

（→p.348）

日本の経済発展と
東アジアの民主化

1970年代の石油危機と世界不
ふ
況
きょう
を，技術革新と合理化

によって切りぬけた日本は，経済の安定成長をつづけ，

韓国や台湾，香港，シンガポールへの資本輸出を行った。それはこれらの地

域の経済発展へと結びつき，N
ニーズ
IES（新

しん
興
こう
工業経済地域）とよばれる国々が

出てきた。また，1972年の日中国交正常化や78年の日中平和友好条約締
てい
結
けつ
，

翌79年の対中経済協力の開始にともない，中国との経済関係が深まり，日本

は中国の最大の貿易相手国となった。日本は，1980年代には経済が不調なア

メリカ合衆国にかわって世界経済を牽
けん
引
いん
し，87年には世界最大の債

さい
権
けん
国とな

った。しかし，対米輸出が急増すると，これがアメリカの貿易赤字の原因だ

とみなされて日米間の貿易摩
ま
擦
さつ
が激化し，アメリカの議会やマスコミでは日

本たたき（ジャパン・バッシング）が展開された。アメリカ政府は，貿易の

不均
きん
衡
こう
を是

ぜ
正
せい
するため，日本に輸入拡大や非関

かん
税
ぜい
障
しょう
壁
へき
の撤

てっ
廃
ぱい
などをせまった。

日本の急激な経済成長は，周辺のアジア諸国にも経済発展をもたらした。各

国では，開発独
どく
裁
さい
政権が関税障壁などを利用しつつ国内産業を保護・育成し

て工業化をすすめ，一方では先進国の自由貿易体制に依
い
存
そん
して輸出を推進した。

また，経済発展が生みだした中間層などによる民主化もすすんだ。

　韓国では，全
チョン
斗
ドゥ
煥
ホアン
，盧

ノ
泰
テ
愚
ウ
とつづいた軍事政権が，低賃金と外資導入を結

びつけた工業化をすすめ，年率10%をこえる経済成長がつづいた。1980年に

学生や労働者による民主化要求運動を武力弾
だん
圧
あつ
する光

クワン
州
ジュ
事件がおこったが，

政府は87年に民主化宣言を行い，88年にソウルオリンピックを開いて，その

国際的地位を高めた。

　台湾も，韓国と同様に経済発展がつづいたが，政治的には1949年以来，国

民党の一
いっ
党
とう
独裁下にあった。1986年，民主化運動やアメリカからの圧力を背

景に民
みん
進
しん
党の結成が認められ，87年には戒

かい
厳
げん
令
れい
が解除された。1988年には蔣

しょう

介
かい
石
せき
の子で後

こう
任
にん
の蔣

しょう

経
けい

国
こく

総
（Chiang Ching-kuo）

統が死去し，本
ほん
省
しょう
人
じん
で副総統の李

り

登
とう

輝
き

が
（Lee Teng-hui）

総統に就

任して民主化をすすめ，90年代初頭には大陸反攻も放
ほう
棄
き
して，「台湾にある

中華民国」としての国家建設をすすめた。

東南アジアでも，A
アセアン
SEAN諸国が，日本の資本投下と市

し
場
じょう
拡大に連動して，

経済を発展させた。1980年代後半に，フィリピンではマルコス独裁政権が崩
ほう

壊
かい
して民主政権が誕生した。しかし，経済発展にともなって貧

ひん
富
ぷ
の差の拡大

や環境問題，伝統的な文化の変
へん
容
よう
など，社会のひずみも拡大した。

　1970年代にアメリカや日本などから資本や技術を導入してめざましい発展

をとげた韓国や台湾などNIES諸国や，欧米の石油メジャーからの自立を強

（→p.365）

（→p.359）

（在職1980〜88）（在職1988〜93）

（→p.342）

（→p.316, 325, 341） （在職1978〜88）そうとう （在職1988〜96，96〜2000）

（→p.359）

（→p.359）

コラソン・アキノ（在職1986
～92） マルコスに暗

あん
殺
さつ
された夫

ベニグノ・アキノの遺
い
志
し
をつぎ，

マルコス政権崩壊後のフィリピン
大統領となった。

握
あく

手
しゅ

するニクソンと毛沢東
（1972年 2 月） アメリカは，ベ
トナム戦争での苦

く
戦
せん
により外交政

策の見直しをせまられ，中国との
関係を対決から和解に転じた。

日本製品を破
は

壊
かい

して抗議す
るアメリカの労働者（1980年）

民主化要求運動の首
しゅ
謀
ぼう
者とさ

れた金
キム
大
デ
中
ジュン
（→p.376）は，死刑

判決を受けた。1973年に「金
きん
大
だい

中
ちゅう
事
じ
件
けん
」を経験した日本を含む

国際世論は，この判決を強く批
判した。金大中はのちに釈

しゃく
放
ほう
さ

れた。

アメリカのカーター（在職
1977〜81）政権は，海外の民主
化を求める人権外交を展開し，
開発独裁をとってきた諸国の民
主化を後押しした。

中国は1960年代にアメリカ以
外の西側諸国との関係改善にの
りだし，64年にはフランスとの
間で国交正常化がなされていた。

米中国交正常化は1979年 1 月
に実現した。

日本企業のタイ法人工場で，
現地の工員を指導する日本人
技術者（1989年）

一 �日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は，この共同声明が発
はっ
出
しゅつ

される日に終了する。
二　�日本国政府は，中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。
三 �中華人民共和国政府は，台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを

重ねて表明する。日本国政府は，この中華人民共和国政府の立場を十分理解し，尊
重し，ポツダム宣言第八項*に基づく立場を堅

けん
持
じ
する。

五 �中華人民共和国政府は，中日両国国民の友好のために，日本国に対する戦争賠
ばい
償
しょう
の

請求を放棄することを宣言する。
＊�「『カイロ』宣言ノ条項ハ履行セラルヘク又日本国ノ主権ハ本州，北海道，九州及

および
四国並ニ吾

等ノ決定スル諸小島ニ局限セラルヘシ」という内容をさす。

日中共同声明（1972年 9月29日） 日中国交正常化に際して両国政府が発した日中共同声明の
内容は，他国と中国とが国交を正常化する際に発する文書のモデルの一つともなった。 こ
こでの「台湾」のあつかいに注目して，社会制度を異

こと
にし，冷戦下で異なる陣営に属していた日中

両国の国交正常化の性格について考えてみよう。

1970年代に中国と西側諸国と
の関係が改善されたことは，東
アジアの冷戦に新たな特徴を与
えた。主要先進国は中国と国交
を正常化させて経済関係をしだ
いに強化していったが，軍事安
全保障面では台湾が自由主義陣
営にとどまったのである。

1970年代半ばになると，鄧小
平ら失

しっ
脚
きゃく
していた幹部の一部が

復
ふっ
権
けん
し，経済政策の調整がはか

られた。

「四つの現代化」は60年代に
周恩来が提

てい
唱
しょう
し，1973年に復

ふっ
権
けん

した鄧小平もそれを唱えた。
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2アジア，アフリカ，ラテ
ンアメリカの各国や社会
は，1970年代の冷

れい

戦
せん

の変
へん

容
よう

に対してどのような選
択をして対応したのだろ
うか。

冷戦の変容と世界の諸地域 めたイランやサウジアラビアなどの産油国は，外貨の蓄
ちく
積
せき
に成功した。こう

して，発展途上国のなかでも，豊かさの獲得へと向かう国と，発展への足が

かりをつかめずにいる国との経済格差が生じた（南南問題）。

中国と西側諸国
中国では1966年に文化大革命が勃

ぼっ
発
ぱつ
して国内政治が混

乱する一方，69年にソ連と軍事衝
しょう
突
とつ
が生じるなどして

中ソ対立が激化した。そのため，中国はアメリカ合衆国など西側諸国への接

近を試みた。その結果，1970年にカナダとの国交を正常化させ，71年にアメ

リカのキ
Kissinger

ッシンジャー大統領補佐官の訪
ほう
中
ちゅう
で米中和解の足がかりがつくられ

た。同年，国連では台湾の国民党政権にかわって中国の代表権を得て，安全

保障理事会の常任理事国の議席を得た。翌72年にはニ
Nixon

クソン大統領が訪中し

て毛
もう
沢
たく
東
とう
と会談し，米中和解がすすんだ。また，同年 9月に日本の田

た
中
なか
角
かく
栄
えい

首相が訪中して，日中国交正常化がなされた。日本は台湾と断交したが，経

済や文化面での関係は維持された。

中国の
改革・開放政策

1970年代に入ると中国では，肥料の導入などにより農

業の増産がみられた。また，1976年に周
しゅう
恩
おん
来
らい
と毛沢東

があいついで死去すると，四人組は逮捕され，文化大革命は終結した。

　文化大革命終結後，毛沢東の後継者である華
か

国
こく

鋒
ほう

が
（Hua Guofeng）

，農業・工業・国防・

科学技術の「四つの現代化」を提起し，1978年に華国鋒にかわって実権を掌
しょう

握
あく
した鄧

とう

小
しょう

平
へい

が
（Deng Xiaoping）

それを推進し，階級闘争をやめて経済を中心とする改革と対

外開放政策をすすめようとした（改革・開放政策）。1981年には，共産党の

一党独裁を維持して民主化を抑
よく
制
せい
しつつ，農村部での人民公社の解体や生産

請
うけ
負
おい
制の実施，おもに都市部での外国資本や技術による経済建設などからな

る，市
し
場
じょう
経済原理を導入した。しかし，党官

かん
僚
りょう
の腐

ふ
敗
はい
や人権の抑

よく
圧
あつ
，インフ

レや所得格差，沿岸部と内陸部の格差の拡大など，多くの問題が生じた。

（→p.361）

（1923〜）

（在職1969〜74）（→p.362）

（在職1972〜74）

（1921〜2008）

（→p.361）

（→p.348）

日本の経済発展と
東アジアの民主化

1970年代の石油危機と世界不
ふ
況
きょう
を，技術革新と合理化

によって切りぬけた日本は，経済の安定成長をつづけ，

韓国や台湾，香港，シンガポールへの資本輸出を行った。それはこれらの地

域の経済発展へと結びつき，N
ニーズ
IES（新

しん
興
こう
工業経済地域）とよばれる国々が

出てきた。また，1972年の日中国交正常化や78年の日中平和友好条約締
てい
結
けつ
，

翌79年の対中経済協力の開始にともない，中国との経済関係が深まり，日本

は中国の最大の貿易相手国となった。日本は，1980年代には経済が不調なア

メリカ合衆国にかわって世界経済を牽
けん
引
いん
し，87年には世界最大の債

さい
権
けん
国とな

った。しかし，対米輸出が急増すると，これがアメリカの貿易赤字の原因だ

とみなされて日米間の貿易摩
ま
擦
さつ
が激化し，アメリカの議会やマスコミでは日

本たたき（ジャパン・バッシング）が展開された。アメリカ政府は，貿易の

不均
きん
衡
こう
を是

ぜ
正
せい
するため，日本に輸入拡大や非関

かん
税
ぜい
障
しょう
壁
へき
の撤

てっ
廃
ぱい
などをせまった。

日本の急激な経済成長は，周辺のアジア諸国にも経済発展をもたらした。各

国では，開発独
どく
裁
さい
政権が関税障壁などを利用しつつ国内産業を保護・育成し

て工業化をすすめ，一方では先進国の自由貿易体制に依
い
存
そん
して輸出を推進した。

また，経済発展が生みだした中間層などによる民主化もすすんだ。

　韓国では，全
チョン
斗
ドゥ
煥
ホアン
，盧

ノ
泰
テ
愚
ウ
とつづいた軍事政権が，低賃金と外資導入を結

びつけた工業化をすすめ，年率10%をこえる経済成長がつづいた。1980年に

学生や労働者による民主化要求運動を武力弾
だん
圧
あつ
する光

クワン
州
ジュ
事件がおこったが，

政府は87年に民主化宣言を行い，88年にソウルオリンピックを開いて，その

国際的地位を高めた。

　台湾も，韓国と同様に経済発展がつづいたが，政治的には1949年以来，国

民党の一
いっ
党
とう
独裁下にあった。1986年，民主化運動やアメリカからの圧力を背

景に民
みん
進
しん
党の結成が認められ，87年には戒

かい
厳
げん
令
れい
が解除された。1988年には蔣

しょう

介
かい
石
せき
の子で後

こう
任
にん
の蔣

しょう

経
けい

国
こく

総
（Chiang Ching-kuo）

統が死去し，本
ほん
省
しょう
人
じん
で副総統の李

り

登
とう

輝
き

が
（Lee Teng-hui）

総統に就

任して民主化をすすめ，90年代初頭には大陸反攻も放
ほう
棄
き
して，「台湾にある

中華民国」としての国家建設をすすめた。

東南アジアでも，A
アセアン
SEAN諸国が，日本の資本投下と市

し
場
じょう
拡大に連動して，

経済を発展させた。1980年代後半に，フィリピンではマルコス独裁政権が崩
ほう

壊
かい
して民主政権が誕生した。しかし，経済発展にともなって貧

ひん
富
ぷ
の差の拡大

や環境問題，伝統的な文化の変
へん
容
よう
など，社会のひずみも拡大した。

　1970年代にアメリカや日本などから資本や技術を導入してめざましい発展

をとげた韓国や台湾などNIES諸国や，欧米の石油メジャーからの自立を強

（→p.365）

（→p.359）

（在職1980〜88）（在職1988〜93）

（→p.342）

（→p.316, 325, 341） （在職1978〜88）そうとう （在職1988〜96，96〜2000）

（→p.359）

（→p.359）

コラソン・アキノ（在職1986
～92） マルコスに暗

あん
殺
さつ
された夫

ベニグノ・アキノの遺
い
志
し
をつぎ，

マルコス政権崩壊後のフィリピン
大統領となった。

握
あく

手
しゅ

するニクソンと毛沢東
（1972年 2 月） アメリカは，ベ
トナム戦争での苦

く
戦
せん
により外交政

策の見直しをせまられ，中国との
関係を対決から和解に転じた。

日本製品を破
は

壊
かい

して抗議す
るアメリカの労働者（1980年）

光州事件の首
しゅ
謀
ぼう
者とされた金

キム

大
デ
中
ジュン
（→p.376）は，死刑判決を

受けた。1973年に「金
きん
大
だい
中
ちゅう
事
じ

件
けん
」を経験した日本を含む国際

世論は，この判決を強く批判し
た。金大中はのちに釈

しゃく
放
ほう
された。

アメリカのカーター（在職
1977〜81）政権は，海外の民主
化を求める人権外交を展開し，
開発独裁をとってきた諸国の民
主化を後押しした。 中国は1960年代にアメリカ以

外の西側諸国との関係改善にの
りだし，64年にはフランスとの
間で国交正常化がなされていた。

米中国交正常化は1979年 1 月
に実現した。

日本企業のタイ法人工場で，
現地の工員を指導する日本人
技術者（1989年）

一 �日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は，この共同声明が発
はっ
出
しゅつ

される日に終了する。
二　�日本国政府は，中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。
三 �中華人民共和国政府は，台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを

重ねて表明する。日本国政府は，この中華人民共和国政府の立場を十分理解し，尊
重し，ポツダム宣言第八項*に基づく立場を堅

けん
持
じ
する。

五 �中華人民共和国政府は，中日両国国民の友好のために，日本国に対する戦争賠
ばい
償
しょう
の

請求を放棄することを宣言する。
＊�「『カイロ』宣言ノ条項ハ履行セラルヘク又日本国ノ主権ハ本州，北海道，九州及

および
四国並ニ吾

等ノ決定スル諸小島ニ局限セラルヘシ」という内容をさす。

日中共同声明（1972年 9月29日） 日中国交正常化に際して両国政府が発した日中共同声明の
内容は，他国と中国とが国交を正常化する際に発する文書のモデルの一つともなった。 こ
こでの「台湾」のあつかいに注目して，社会制度を異

こと
にし，冷戦下で異なる陣営に属していた日中

両国の国交正常化の性格について考えてみよう。

1970年代に中国と西側諸国と
の関係が改善されたことは，東
アジアの冷戦に新たな特徴を与
えた。主要先進国は中国と国交
を正常化させて経済関係をしだ
いに強化していったが，軍事安
全保障面では台湾が自由主義陣
営にとどまったのである。

1970年代半ばになると，鄧小
平ら失

しっ
脚
きゃく
していた幹部の一部が

復
ふっ
権
けん
し，経済政策の調整がはか

られた。

「四つの現代化」は60年代に
周恩来が提

てい
唱
しょう
し，1973年に復

ふっ
権
けん

した鄧小平もそれを唱えた。
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2アジア，アフリカ，ラテ
ンアメリカの各国や社会
は，1970年代の冷

れい

戦
せん

の変
へん

容
よう

に対してどのような選
択をして対応したのだろ
うか。

冷戦の変容と世界の諸地域 めたイランやサウジアラビアなどの産油国は，外貨の蓄
ちく
積
せき
に成功した。こう

して，発展途上国のなかでも，豊かさの獲得へと向かう国と，発展への足が

かりをつかめずにいる国との経済格差が生じた（南南問題）。

中国と西側諸国
中国では1966年に文化大革命が勃

ぼっ
発
ぱつ
して国内政治が混

乱する一方，69年にソ連と軍事衝
しょう
突
とつ
が生じるなどして

中ソ対立が激化した。そのため，中国はアメリカ合衆国など西側諸国への接

近を試みた。その結果，1970年にカナダとの国交を正常化させ，71年にアメ

リカのキ
Kissinger

ッシンジャー大統領補佐官の訪
ほう
中
ちゅう
で米中和解の足がかりがつくられ

た。同年，国連では台湾の国民党政権にかわって中国の代表権を得て，安全

保障理事会の常任理事国の議席を得た。翌72年にはニ
Nixon

クソン大統領が訪中し

て毛
もう
沢
たく
東
とう
と会談し，米中和解がすすんだ。また，同年 9月に日本の田

た
中
なか
角
かく
栄
えい

首相が訪中して，日中国交正常化がなされた。日本は台湾と断交したが，経

済や文化面での関係は維持された。

中国の
改革・開放政策

1970年代に入ると中国では，肥料の導入などにより農

業の増産がみられた。また，1976年に周
しゅう
恩
おん
来
らい
と毛沢東

があいついで死去すると，四人組は逮捕され，文化大革命は終結した。

　文化大革命終結後，毛沢東の後継者である華
か

国
こく

鋒
ほう

が
（Hua Guofeng）

，農業・工業・国防・

科学技術の「四つの現代化」を提起し，1978年に華国鋒にかわって実権を掌
しょう

握
あく
した鄧

とう

小
しょう

平
へい

が
（Deng Xiaoping）

それを推進し，階級闘争をやめて経済を中心とする改革と対

外開放政策をすすめようとした（改革・開放政策）。1981年には，共産党の

一党独裁を維持して民主化を抑
よく
制
せい
しつつ，農村部での人民公社の解体や生産

請
うけ
負
おい
制の実施，おもに都市部での外国資本や技術による経済建設などからな

る，市
し
場
じょう
経済原理を導入した。しかし，党官

かん
僚
りょう
の腐

ふ
敗
はい
や人権の抑

よく
圧
あつ
，インフ

レや所得格差，沿岸部と内陸部の格差の拡大など，多くの問題が生じた。

（→p.361）

（1923〜2023）

（在職1969〜74）（→p.362）

（在職1972〜74）

（1921〜2008）

（→p.361）

（→p.348）

日本の経済発展と
東アジアの民主化

1970年代の石油危機と世界不
ふ
況
きょう
を，技術革新と合理化

によって切りぬけた日本は，経済の安定成長をつづけ，

韓国や台湾，香港，シンガポールへの資本輸出を行った。それはこれらの地

域の経済発展へと結びつき，N
ニーズ
IES（新

しん
興
こう
工業経済地域）とよばれる国々が

出てきた。また，1972年の日中国交正常化や78年の日中平和友好条約締
てい
結
けつ
，

翌79年の対中経済協力の開始にともない，中国との経済関係が深まり，日本

は中国の最大の貿易相手国となった。日本は，1980年代には経済が不調なア

メリカ合衆国にかわって世界経済を牽
けん
引
いん
し，87年には世界最大の債

さい
権
けん
国とな

った。しかし，対米輸出が急増すると，これがアメリカの貿易赤字の原因だ

とみなされて日米間の貿易摩
ま
擦
さつ
が激化し，アメリカの議会やマスコミでは日

本たたき（ジャパン・バッシング）が展開された。アメリカ政府は，貿易の

不均
きん
衡
こう
を是

ぜ
正
せい
するため，日本に輸入拡大や非関

かん
税
ぜい
障
しょう
壁
へき
の撤

てっ
廃
ぱい
などをせまった。

日本の急激な経済成長は，周辺のアジア諸国にも経済発展をもたらした。各

国では，開発独
どく
裁
さい
政権が関税障壁などを利用しつつ国内産業を保護・育成し

て工業化をすすめ，一方では先進国の自由貿易体制に依
い
存
そん
して輸出を推進した。

また，経済発展が生みだした中間層などによる民主化もすすんだ。

　韓国では，全
チョン
斗
ドゥ
煥
ホアン
，盧

ノ
泰
テ
愚
ウ
とつづいた軍事政権が，低賃金と外資導入を結

びつけた工業化をすすめ，年率10%をこえる経済成長がつづいた。1980年に

学生や労働者による民主化要求運動を武力弾
だん
圧
あつ
する光

クワン
州
ジュ
事件がおこったが，

政府は87年に民主化宣言を行い，88年にソウルオリンピックを開いて，その

国際的地位を高めた。

　台湾も，韓国と同様に経済発展がつづいたが，政治的には1949年以来，国

民党の一
いっ
党
とう
独裁下にあった。1986年，民主化運動やアメリカからの圧力を背

景に民
みん
進
しん
党の結成が認められ，87年には戒

かい
厳
げん
令
れい
が解除された。1988年には蔣

しょう

介
かい
石
せき
の子で後

こう
任
にん
の蔣

しょう

経
けい

国
こく

総
（Chiang Ching-kuo）

統が死去し，本
ほん
省
しょう
人
じん
で副総統の李

り

登
とう

輝
き

が
（Lee Teng-hui）

総統に就

任して民主化をすすめ，90年代初頭には大陸反攻も放
ほう
棄
き
して，「台湾にある

中華民国」としての国家建設をすすめた。

東南アジアでも，A
アセアン
SEAN諸国が，日本の資本投下と市

し
場
じょう
拡大に連動して，

経済を発展させた。1980年代後半に，フィリピンではマルコス独裁政権が崩
ほう

壊
かい
して民主政権が誕生した。しかし，経済発展にともなって貧

ひん
富
ぷ
の差の拡大

や環境問題，伝統的な文化の変
へん
容
よう
など，社会のひずみも拡大した。

　1970年代にアメリカや日本などから資本や技術を導入してめざましい発展

をとげた韓国や台湾などNIES諸国や，欧米の石油メジャーからの自立を強

（→p.365）

（→p.359）

（在職1980〜88）（在職1988〜93）

（→p.342）

（→p.316, 325, 341） （在職1978〜88）そうとう （在職1988〜96，96〜2000）

（→p.359）

（→p.359）

コラソン・アキノ（在職1986
～92） マルコスに暗

あん
殺
さつ
された夫

ベニグノ・アキノの遺
い
志
し
をつぎ，

マルコス政権崩壊後のフィリピン
大統領となった。

握
あく

手
しゅ

するニクソンと毛沢東
（1972年 2 月） アメリカは，ベ
トナム戦争での苦

く
戦
せん
により外交政

策の見直しをせまられ，中国との
関係を対決から和解に転じた。

日本製品を破
は

壊
かい

して抗議す
るアメリカの労働者（1980年）

民主化要求運動の首
しゅ
謀
ぼう
者とさ

れた金
キム
大
デ
中
ジュン
（→p.376）は，死刑

判決を受けた。1973年に「金
きん
大
だい

中
ちゅう
事
じ
件
けん
」を経験した日本を含む

国際世論は，この判決を強く批
判した。金大中はのちに釈

しゃく
放
ほう
さ

れた。

アメリカのカーター（在職
1977〜81）政権は，海外の民主
化を求める人権外交を展開し，
開発独裁をとってきた諸国の民
主化を後押しした。

中国は1960年代にアメリカ以
外の西側諸国との関係改善にの
りだし，64年にはフランスとの
間で国交正常化がなされていた。

米中国交正常化は1979年 1 月
に実現した。

日本企業のタイ法人工場で，
現地の工員を指導する日本人
技術者（1989年）

一 �日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は，この共同声明が発
はっ
出
しゅつ

される日に終了する。
二　�日本国政府は，中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。
三 �中華人民共和国政府は，台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを

重ねて表明する。日本国政府は，この中華人民共和国政府の立場を十分理解し，尊
重し，ポツダム宣言第八項*に基づく立場を堅

けん
持
じ
する。

五 �中華人民共和国政府は，中日両国国民の友好のために，日本国に対する戦争賠
ばい
償
しょう
の

請求を放棄することを宣言する。
＊�「『カイロ』宣言ノ条項ハ履行セラルヘク又日本国ノ主権ハ本州，北海道，九州及

および
四国並ニ吾

等ノ決定スル諸小島ニ局限セラルヘシ」という内容をさす。

日中共同声明（1972年 9月29日） 日中国交正常化に際して両国政府が発した日中共同声明の
内容は，他国と中国とが国交を正常化する際に発する文書のモデルの一つともなった。 こ
こでの「台湾」のあつかいに注目して，社会制度を異

こと
にし，冷戦下で異なる陣営に属していた日中

両国の国交正常化の性格について考えてみよう。

1970年代に中国と西側諸国と
の関係が改善されたことは，東
アジアの冷戦に新たな特徴を与
えた。主要先進国は中国と国交
を正常化させて経済関係をしだ
いに強化していったが，軍事安
全保障面では台湾が自由主義陣
営にとどまったのである。

1970年代半ばになると，鄧小
平ら失

しっ
脚
きゃく
していた幹部の一部が

復
ふっ
権
けん
し，経済政策の調整がはか

られた。

「四つの現代化」は60年代に
周恩来が提

てい
唱
しょう
し，1973年に復

ふっ
権
けん

した鄧小平もそれを唱えた。
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客観的事情の変更に伴い誤り

となった事実の記載

8 384 表

主義をかかげて多くの地球規模の課題への取り組みから撤収し，TPP交渉

から離
り
脱
だつ
するなど，多角的な経済貿易枠

わく
組みからも一部撤

てっ
退
たい
した。これは，

アメリカが支えてきた秩
ちつ
序
じょ
から自ら距離を置くことを意味しており，また新

しん

興
こう
国の動向にも大きな影響をもたらすものと懸

け
念
ねん
されている。この点で，

2021年 1 月に成立した民主党のバイデン政権の去
きょ
就
しゅう
が注目を集めている。

ヨーロッパ統合と
地域統合問題

N
ナトー
ATO（北大西洋条約機構）の拡大ともあいまって，

EUは2004年から東欧にも拡大し，09年にはリスボン

条約が発効して政治的統合がいっそう強化された。しかし，これは各国の主

権の強い抑
よく
制
せい
を意味しており，各国内に反EUの風

ふう
潮
ちょう
を生みだした。イギリ

スでは，2016年にEUからの離脱を問う国民投票が実施されて，離脱賛成が

過半数を獲得し，2020年にイギリスはEUから離脱した。

またEUは，金
きん
融
ゆう
財政面において通貨を統合しつつも，財政権は各国に残

したために，しばしば問題が生じた。1999年，為
か わ せ
替リスクの消滅や米ドルへ

の対抗のため，域内共通通貨ユーロがつくられ，発券銀行としてヨーロッパ

中央銀行がドイツに置かれた。2002年，ユーロ利用国は20か国前後にまで拡

大したが，2010年以降，ギリシアの財政問題などでユーロ危機がおこった。

　21世紀初頭には，他の地域でも地域統合や地域協力がすすめられたが，既
き

存
そん
の秩序が世界的に変

へん
容
よう
するなかで地域統合の方向性が今後も維持されてい

くかは，依
い
然
ぜん
難しい状況にある。アメリカの北米自由貿易協定（N

ナフタ
AFTA）は，

トランプ政権によりアメリカを生産拠
きょ
点
てん
とする方向で，新たな協定が2020年

に発効された。東アジアでも，A
アセアン
SEANを核とする経済や非伝統的安全保障

領域中心の地域統合が模
も
索
さく
され，2020年には地域的な包括的経済連

れん
携
けい
協定

（R
アールセップ
CEP）が締

てい
結
けつ
されるなど，自由貿易圏の形成がすすめられている。しかし，

そこには発展著
いちじる
しい中国の影響力に，

各国がどうかかわるかという課題があ

る。アフリカでは，2002年にアフリカ

統一機構（OAU）から発展したアフ

リ
African Union

カ連合（AU）が組織されたが，2020

年の新型コロナウイルス感染症拡大後

の経済をいかに発展させるかなど，多

くの課題に直面している。

イラク戦争と
「アラブの春」

21世紀に入ると，従来中東の人権や民主化を重視して

きたアメリカ合衆国は，しだいにその関与を減じる方

向へ向かった。9.11事件のあと，アメリカとイギリスは，イラクが大量破
は
壊
かい

兵器を保有し，国際テロ組織を支
し
援
えん
しているとして2003年にイラク戦争をお

（→p.351） （→p.373）

（1994） （→p.375）

 Regional Comprehensive Economic Partnership

（→p.357）

（→p.383）

（→p.383）

アメリカの交渉離脱後，TPP
は日本などが主導して，CPTPP
（TPP11）として2018年に11か
国で調印され，同年，発効した。

中東などからの難
なん
民
みん
や移民の

問題も，EU加盟国の社会問題
となり，各国でナショナリズム
が台頭した。

EUやNATOが東方に拡大
したことはロシアにとって脅

きょう
威
い

となった。2014年にウクライナ
でEU加盟支持派が政権を掌

しょう
握
あく

して，同国の東部住民がそれに
反発すると，ロシアはそれを利
用して，かつてロシア領であっ
たクリミアに派兵を行い，占領
した。さらに，2022年には東部
の親ロシア地域を独立国として
承認し，その住民保護を理由と
して，ウクライナ全土への大規
模な軍事侵攻を行った。

インドは最終段階でRCEPに
は加わらなかった。

1949

1952
1955
1982
1999

2004

2009

2017
2020
2023

アメリカ，カナダ，イギ
リス，フランス，イタリ
ア，オランダ，ベルギー，
ルクセンブルク，ポルト
ガル，デンマーク，ノル
ウェー，アイスランドを
原加盟国として発

ほっ
足
そく

ギリシア，トルコが加盟
西ドイツが加盟
スペインが加盟
チェコ，ハンガリー，ポ
ーランドが加盟
エストニア，ラトヴィア，
リトアニア，スロヴァキ
ア，スロヴェニア，ブル
ガリア，ルーマニアが加
盟
アルバニア，クロアチア
が加盟
モンテネグロが加盟
北マケドニアが加盟
フィンランドが加盟

NATOの拡大　

ユーロ取引開始のボタンを
おすフランクフルト証券取引
所の関係者（1999年）

こし，サダム・フセイン大統領の独裁政権は崩
ほう
壊
かい
した。イラクでは，2006年

に新政府が発
ほっ
足
そく
し，11年には米軍も撤退したが，情勢は安定していない。

　2010年末から11年に，チュニジアやエジプトで長期独
どく
裁
さい
に対する抗議デモ

により政権が交代すると，民主化運動が中東諸国に拡大した（「アラブの春」）。

シリアやイラクでは，2014年に「イスラーム国（IS）」を称する勢力の台頭

を受け諸勢力間の武力抗争が激化し，シリア難
なん
民
みん
が大きな国際問題となった。

　パレスティナでは，2003年にアメリカのブッシュ大統領が中東和平に向け

たロードマップを作成するなどしたが，調
ちょう
停
てい
に失敗した。つづくオバマ大統

領は，2004年のアラファトの死後，総選挙で台頭した強硬派のハマスとの対

話をすすめようとし，2009年 6 月のカイロ大学での演説などでアラブとの信

頼醸
じょう
成
せい
をうったえた。また，対立のつづくイランとの話しあいをすすめつつ，

アラブ諸国とイスラエルとの関係改善をめざした。トランプ大統領は，基本

的にその路線を継
けい
承
しょう
し，アフガニスタンやイラクなどからの撤

てっ
兵
ぺい
をすすめつ

つ，イスラエルとアラブ諸国との国交樹立などを支援した。

中国の台頭と
アジア・太平洋地域

中国では，江
こう
沢
たく
民
みん
政権をひきついだ胡

こ
錦
きん
濤
とう
政

（Hu Jintao）
権が，

国内の格差問題などに配慮しつつ，ひきつづき経

済発展政策をすすめた。東アジアでは北朝鮮の核開発をめぐる 6か国協議の

議長国になり，またアメリカ合衆国の「テロとの戦い」に協力し，ASEAN

との経済協力をすすめた。2008年の北
ペ キ ン
京オリンピック，10年の上海万博をへ

て，同年には日本を抜いて，国内総生産（GDP）で世界第 2 位の経済大国

へと躍
やく
進
しん
した。しかし，その過程で主権や安全保障も重視する路線に転換し，

海洋進出や宇宙，サイバー空間で多くの懸
けん
案
あん
をかかえるようになった。つづ

く習
しゅう
近
きん
平
ぺい
政

（Xi Jinping）
権は，胡錦濤政権の対外政策を継承しつつ，他方で南シナ海など

での海洋進出を強化し，また「一帯一路」構想などの地域構想をかかげ，ア

メリカの同盟体制や西側の価値観に異議を唱える姿勢を明確にした。国内で

は，軍改革や反腐
ふ
敗
はい
闘争をすすめ，集団指導体制から習近平国家主席への権

力集中へ移行することに成功した。そして，胡錦濤政権期までに制度化され

た人事制度を踏
とう
襲
しゅう
せず，国家主席の任期延長を可能にするなどし，経済発展

をしても民主化はしない姿勢をいっそう強く示すようになっている。そうし

たなかで，中国は香
ホン
港
コン
政策を変容させ，政治社会面での管理統

とう
制
せい
を強化した。

現在の東アジアには，朝鮮半島や台湾海
かい
峡
きょう
など安全保障や領土に関する大

きな問題がある。また，この地域では国家が依然として大きな力をもってい

て，自治体や企業，個人などによる問題解決の枠組みが十分に形成されてい

ない。こうした状況のなか，東アジアの平和と発展のために，日本やそこに

住む人々がいかなる役割を果たし，貢
こう
献
けん
できるのかが問われはじめている。

（→p.383）

（→p.376）

（→p.376） （総書記2002〜2012）

（総書記2012〜）

1980年代後半から中国人民解
放軍の近代化がすすめられ，90
年代後半以降は海軍やミサイル
部隊を増強してきた。1996年に
は，台湾の総

そう
統
とう
選挙にあわせて

周辺海域でミサイル発射の実験
を行い，周辺諸国に軍事的脅

きょう
威
い

を与えた。

人民解放軍の陸軍の人員を削
さく

減
げん
し，陸軍中心の組織を陸海空

などのバランスある組織にし，
さらに従来の軍区を新たな戦区
に改変した。

その結果，サウジアラビアと
イランとの対立が際立つことに
なった。

それまで人権，民主，自由な
どを中国に求めていたアメリカ
が，反テロのために中国と連携
したことで，9.11事件後はそう
した要求をあまり行わなくなっ
たことも，中国共産党政権の統
治の安定や，少数民族にきびし
い政策がとられた背景にある。

北京オリンピックの開会式
（2008年）

ただし，アメリカはイラクに
おける大量破壊兵器の存在や，
フセイン政権と国際テロ組織と
の関係性を証明できなかった。
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主義をかかげて多くの地球規模の課題への取り組みから撤収し，TPP交渉

から離
り
脱
だつ
するなど，多角的な経済貿易枠

わく
組みからも一部撤

てっ
退
たい
した。これは，

アメリカが支えてきた秩
ちつ
序
じょ
から自ら距離を置くことを意味しており，また新

しん

興
こう
国の動向にも大きな影響をもたらすものと懸

け
念
ねん
されている。この点で，

2021年 1 月に成立した民主党のバイデン政権の去
きょ
就
しゅう
が注目を集めている。

ヨーロッパ統合と
地域統合問題

N
ナトー
ATO（北大西洋条約機構）の拡大ともあいまって，

EUは2004年から東欧にも拡大し，09年にはリスボン

条約が発効して政治的統合がいっそう強化された。しかし，これは各国の主

権の強い抑
よく
制
せい
を意味しており，各国内に反EUの風

ふう
潮
ちょう
を生みだした。イギリ

スでは，2016年にEUからの離脱を問う国民投票が実施されて，離脱賛成が

過半数を獲得し，2020年にイギリスはEUから離脱した。

またEUは，金
きん
融
ゆう
財政面において通貨を統合しつつも，財政権は各国に残

したために，しばしば問題が生じた。1999年，為
か わ せ
替リスクの消滅や米ドルへ

の対抗のため，域内共通通貨ユーロがつくられ，発券銀行としてヨーロッパ

中央銀行がドイツに置かれた。2002年，ユーロ利用国は20か国前後にまで拡

大したが，2010年以降，ギリシアの財政問題などでユーロ危機がおこった。

　21世紀初頭には，他の地域でも地域統合や地域協力がすすめられたが，既
き

存
そん
の秩序が世界的に変

へん
容
よう
するなかで地域統合の方向性が今後も維持されてい

くかは，依
い
然
ぜん
難しい状況にある。アメリカの北米自由貿易協定（N

ナフタ
AFTA）は，

トランプ政権によりアメリカを生産拠
きょ
点
てん
とする方向で，新たな協定が2020年

に発効された。東アジアでも，A
アセアン
SEANを核とする経済や非伝統的安全保障

領域中心の地域統合が模
も
索
さく
され，2020年には地域的な包括的経済連

れん
携
けい
協定

（R
アールセップ
CEP）が締

てい
結
けつ
されるなど，自由貿易圏の形成がすすめられている。しかし，

そこには発展著
いちじる
しい中国の影響力に，

各国がどうかかわるかという課題があ

る。アフリカでは，2002年にアフリカ

統一機構（OAU）から発展したアフ

リ
African Union

カ連合（AU）が組織されたが，2020

年の新型コロナウイルス感染症拡大後

の経済をいかに発展させるかなど，多

くの課題に直面している。

イラク戦争と
「アラブの春」

21世紀に入ると，従来中東の人権や民主化を重視して

きたアメリカ合衆国は，しだいにその関与を減じる方

向へ向かった。9.11事件のあと，アメリカとイギリスは，イラクが大量破
は
壊
かい

兵器を保有し，国際テロ組織を支
し
援
えん
しているとして2003年にイラク戦争をお

（→p.351） （→p.373）

（1994） （→p.375）

 Regional Comprehensive Economic Partnership

（→p.357）

（→p.383）

（→p.383）

アメリカの交渉離脱後，TPP
は日本などが主導して，CPTPP
（TPP11）として2018年に11か
国で調印され，同年，発効した。

中東などからの難
なん
民
みん
や移民の

問題も，EU加盟国の社会問題
となり，各国でナショナリズム
が台頭した。

EUやNATOが東方に拡大
したことはロシアにとって脅

きょう
威
い

となった。2014年にウクライナ
でEU加盟支持派が政権を掌

しょう
握
あく

して，同国の東部住民がそれに
反発すると，ロシアはそれを利
用して，かつてロシア領であっ
たクリミアに派兵を行い，占領
した。さらに，2022年には東部
の親ロシア地域を独立国として
承認し，その住民保護を理由と
して，ウクライナ全土への大規
模な軍事侵攻を行った。

インドは最終段階でRCEPに
は加わらなかった。

1949

1952
1955
1982
1999

2004

2009

2017
2020
2023
2024

アメリカ，カナダ，イギ
リス，フランス，イタリ
ア，オランダ，ベルギー，
ルクセンブルク，ポルト
ガル，デンマーク，ノル
ウェー，アイスランドを
原加盟国として発

ほっ
足
そく

ギリシア，トルコが加盟
西ドイツが加盟
スペインが加盟
チェコ，ハンガリー，ポ
ーランドが加盟
エストニア，ラトヴィア，
リトアニア，スロヴァキ
ア，スロヴェニア，ブル
ガリア，ルーマニアが加
盟
アルバニア，クロアチア
が加盟
モンテネグロが加盟
北マケドニアが加盟
フィンランドが加盟
スウェーデンが加盟

NATOの拡大　

ユーロ取引開始のボタンを
おすフランクフルト証券取引
所の関係者（1999年）

こし，サダム・フセイン大統領の独裁政権は崩
ほう
壊
かい
した。イラクでは，2006年

に新政府が発
ほっ
足
そく
し，11年には米軍も撤退したが，情勢は安定していない。

　2010年末から11年に，チュニジアやエジプトで長期独
どく
裁
さい
に対する抗議デモ

により政権が交代すると，民主化運動が中東諸国に拡大した（「アラブの春」）。

シリアやイラクでは，2014年に「イスラーム国（IS）」を称する勢力の台頭

を受け諸勢力間の武力抗争が激化し，シリア難
なん
民
みん
が大きな国際問題となった。

　パレスティナでは，2003年にアメリカのブッシュ大統領が中東和平に向け

たロードマップを作成するなどしたが，調
ちょう
停
てい
に失敗した。つづくオバマ大統

領は，2004年のアラファトの死後，総選挙で台頭した強硬派のハマスとの対

話をすすめようとし，2009年 6 月のカイロ大学での演説などでアラブとの信

頼醸
じょう
成
せい
をうったえた。また，対立のつづくイランとの話しあいをすすめつつ，

アラブ諸国とイスラエルとの関係改善をめざした。トランプ大統領は，基本

的にその路線を継
けい
承
しょう
し，アフガニスタンやイラクなどからの撤

てっ
兵
ぺい
をすすめつ

つ，イスラエルとアラブ諸国との国交樹立などを支援した。

中国の台頭と
アジア・太平洋地域

中国では，江
こう
沢
たく
民
みん
政権をひきついだ胡

こ
錦
きん
濤
とう
政

（Hu Jintao）
権が，

国内の格差問題などに配慮しつつ，ひきつづき経

済発展政策をすすめた。東アジアでは北朝鮮の核開発をめぐる 6か国協議の

議長国になり，またアメリカ合衆国の「テロとの戦い」に協力し，ASEAN

との経済協力をすすめた。2008年の北
ペ キ ン
京オリンピック，10年の上海万博をへ

て，同年には日本を抜いて，国内総生産（GDP）で世界第 2 位の経済大国

へと躍
やく
進
しん
した。しかし，その過程で主権や安全保障も重視する路線に転換し，

海洋進出や宇宙，サイバー空間で多くの懸
けん
案
あん
をかかえるようになった。つづ

く習
しゅう
近
きん
平
ぺい
政

（Xi Jinping）
権は，胡錦濤政権の対外政策を継承しつつ，他方で南シナ海など

での海洋進出を強化し，また「一帯一路」構想などの地域構想をかかげ，ア

メリカの同盟体制や西側の価値観に異議を唱える姿勢を明確にした。国内で

は，軍改革や反腐
ふ
敗
はい
闘争をすすめ，集団指導体制から習近平国家主席への権

力集中へ移行することに成功した。そして，胡錦濤政権期までに制度化され

た人事制度を踏
とう
襲
しゅう
せず，国家主席の任期延長を可能にするなどし，経済発展

をしても民主化はしない姿勢をいっそう強く示すようになっている。そうし

たなかで，中国は香
ホン
港
コン
政策を変容させ，政治社会面での管理統

とう
制
せい
を強化した。

現在の東アジアには，朝鮮半島や台湾海
かい
峡
きょう
など安全保障や領土に関する大

きな問題がある。また，この地域では国家が依然として大きな力をもってい

て，自治体や企業，個人などによる問題解決の枠組みが十分に形成されてい

ない。こうした状況のなか，東アジアの平和と発展のために，日本やそこに

住む人々がいかなる役割を果たし，貢
こう
献
けん
できるのかが問われはじめている。

（→p.383）

（→p.376）

（→p.376） （総書記2002〜2012）

（総書記2012〜）

1980年代後半から中国人民解
放軍の近代化がすすめられ，90
年代後半以降は海軍やミサイル
部隊を増強してきた。1996年に
は，台湾の総

そう
統
とう
選挙にあわせて

周辺海域でミサイル発射の実験
を行い，周辺諸国に軍事的脅

きょう
威
い

を与えた。

人民解放軍の陸軍の人員を削
さく

減
げん
し，陸軍中心の組織を陸海空

などのバランスある組織にし，
さらに従来の軍区を新たな戦区
に改変した。

その結果，サウジアラビアと
イランとの対立が際立つことに
なった。

それまで人権，民主，自由な
どを中国に求めていたアメリカ
が，反テロのために中国と連携
したことで，9.11事件後はそう
した要求をあまり行わなくなっ
たことも，中国共産党政権の統
治の安定や，少数民族にきびし
い政策がとられた背景にある。

北京オリンピックの開会式
（2008年）

ただし，アメリカはイラクに
おける大量破壊兵器の存在や，
フセイン政権と国際テロ組織と
の関係性を証明できなかった。
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客観的事情の変更に伴い誤り

となった事実の記載

9 368 上部写真 別紙 1 参照 別紙 1 参照 変更が適切な体裁、記載（番

号 6 の変更に伴うレイアウト

調整）
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10 172 注③

明と日本・朝鮮の動向3明
ミン

の国内重視の国家体制
と，活発な交易は，いか
に両立したのだろうか。

の民戸とは別に軍
ぐん
役
えき
に従事する軍

ぐん
戸
こ
をもって軍隊を編成する兵

制（衛
えい
所
しょ
制）を設け，皇子らを王として北方などの辺

へん
境
きょう
に配置

して防
ぼう
衛
えい
にあたらせた。そこには南方から多くの軍費などが送

られ，周辺民族との交易などで消費された。

　対外関係では，元末には陸上交易，海上貿易ともにさかんだ

ったが，明は内陸・海上ともに厳
げん
格
かく
な管理体制をしいた。13世

紀末以降，東シナ海，南シナ海では，宋
そう
の朝

ちょう
貢
こう
体制の崩

ほう
壊
かい
や元

末の経済混乱のなかで，国家統制下にない私
し
貿
ぼう
易
えき
がさかんにな

り，14世紀後半には，日本，朝鮮，中国の私貿易商人らが軍事

集団を形成し，朝鮮や中国の沿岸を襲
おそ
った（前期倭

わ
寇
こう
）。明の

洪武帝は当初市
し
舶
はく
司
し
を置いて貿易奨

しょう
励
れい
をはかったが，倭寇の被

害をおさえ，秩
ちつ
序
じょ
を回復するために，中国商人の海外渡

と
航
こう
と交

易を禁じた（海
かい
禁
きん
）。その結果，貿易を含む対外関係は，儀

ぎ
礼
れい

にもとづく冊
さく
封
ほう
・朝貢に限定された。また，内陸のモンゴルや

女
じょ
真
しん
との貿易も儀礼にもとづく朝貢貿易に限定した。

　洪武帝の後をついだ第 2代皇帝の建
けん
文
ぶん
帝
てい
が北方の諸王への統

制を強めると，1399年，北
ほく
平
へい
（北京）の燕

えん
王
おう
が挙

きょ
兵
へい
し（靖

せい
難
なん
の

役
えき
），南京を占領して帝位についた（永

えい
楽
らく
帝
てい
，成

せい
祖
そ
）。永楽帝は

内
ない
閣
かく
大学士に皇帝の政務を補佐させ，大運河を修復して華

か
北
ほく
と

江南を結んで漕
そう
運
うん
を整え，そのうえで1421年に北京に都を移し

た。対外関係では，積極政策を採用し，ムスリムの宦
かん
官
がん
である

鄭
てい
和
わ
に大艦隊を率いさせ，東南アジアからインド洋に前後 7回にわたり派

は
遣
けん

した。鄭和はチャンパー王国とマラッカ海
かい
峡
きょう
に面したマラッカ王国を拠

きょ
点
てん
に，

諸国に朝貢を促
うなが
した（鄭和の大遠

えん
征
せい
）。永楽帝は，ベトナムに出兵して一時的

にこれを併
へい
合
ごう
し，北方では女真を支配下に置き，モンゴルにも自ら遠

えん
征
せい
した。

　また，永楽帝の治
ち
世
せい
には，一種の百科事典である『永

えい
楽
らく
大
たい
典
てん
』，儒教の経

けい

典
てん
の注

ちゅう
釈
しゃく
書
しょ
である『四

し
書
しょ
大
たい
全
ぜん
』や『五

ご
経
きょう
大
たい
全
ぜん
』などの編集と出版が行われた。

　永楽帝の死後，明の海上での活動は消極的になり，内陸でも西モンゴルの

オイラトが勢力を強め，明が劣
れっ
勢
せい
となった。1449年，モンゴルの大ハンをし

のぐ勢力を有したエ
Esen Khan

セン・ハンが土
ど
木
ぼく
堡
ほ
で明軍をやぶり，明の正

せい
統
とう
帝
てい
を捕ら

えた（土
ど
木
ぼく
の変

へん
）。明は北方の防備のために，煉

れん
瓦
が
や石などで万里の長城を

築造し，それによって華北地域の森林資源が多く失われたとされる。

朝貢体制の形成と
日本・朝鮮

明は，海禁によってすべての対外交易を国家が統制で

きる朝貢貿易に限定し，周辺諸国もその体制のなかに

組みこまれていった。

（→p.168）

（→p.95）

（→p.149）

（在位1398〜1402）

（在位1402〜24）

（→p.89, 158）

（1371ごろ〜1434ごろ）

（→p.168）

（？〜1454） （在位1435〜49，57〜64）

14世紀の世界変動
と元の北遷

14世紀には温
おん
暖
だん
期が終わり，北半球を中心に寒

かん
冷
れい
化

がすすみ，自然災害や疫
えき
病
びょう
が流行した。モンゴル帝

国は急速におとろえ，元
げん
でも飢

き
饉
きん
や疫病，貿易の縮小により財政が逼

ひっ
迫
ぱく
し，

交
こう
鈔
しょう
の乱発もあって経済はいっそう混乱した。

江
こう
南
なん
でも同様に社会経済が混乱し，白

びゃく
蓮
れん
教徒が紅

こう
巾
きん
の乱

らん
をおこした。安

あん
徽
き

省の貧
ひん
農
のう
の子として生まれた朱

しゅ
元
げん
璋
しょう
（洪

こう
武
ぶ
帝
てい
，太

たい
祖
そ
）は，紅巾の乱で頭

とう
角
かく
を

あらわして指導者の一人となり，各地の実力者の支持を得て，1368年に明
ミン
を

建てた。明は長
ちょう
江
こう
下流域の要

よう
衝
しょう
である金

きん
陵
りょう
（現在の南

ナン
京
キン
）に都を定めた。元

の首都であった大
だい
都
と
（現在の北

ペ キ ン
京）を明が支配下に置くと，元はモンゴル高

原に移動したが，以後も勢力を保ち，明と対
たい
峙
じ
した（北

ほくげん

元）。

　明は，元末の社会経済の混乱を収
しゅう
拾
しゅう
すべく，銅

どう
銭
せん
と大

たい
明
みん
宝
ほう
鈔
しょう
という紙

し
幣
へい
を

併用した通貨制度を採用する一方，農村では里
り
甲
こう
制のもとに民

みん
戸
こ
を組織して

治安維持と徴
ちょう
税
ぜい
を担

にな
わせ，土地台帳（魚

ぎょ
鱗
りん
図
ず
冊
さつ
）や戸

こ
籍
せき
・租

そ
税
ぜい
台帳（賦

ふ
役
えき
黄
こう

冊
さつ
）を作成して財政の基

き
盤
ばん
とした。また，漢民族の文化の復

ふっ
興
こう
を重視し，儒

じゅ

教
きょう
を通じた社会規

き
範
はん
を再確立して，社会統

とう
制
せい
を強めようとした。民衆の教

きょう
化
か

のために儒教にもとづく六
りく
諭
ゆ
を定め，また唐

とう
以来となる律

りつ
令
りょう
を定めた（大明

律
りつ
令
りょう
）。そして，朱

しゅ
子
し
学
がく
を官学とし，その内容や注

ちゅう
釈
しゃく
などを出題する科

か
挙
きょ
試

験によって官
かん
僚
りょう
を選抜した。これらの施

し
策
さく
は日本や朝鮮など東アジア各国に

も影響を与えた。

明の政治体制と
永楽帝

明の政治体制は，元の制度を改めつつ部分的に継
けい
承
しょう
し

たものだった。中央政府では，元代に政治を掌
しょう
握
あく
して

いた中
ちゅう
書
しょ
省
しょう
とその長官である丞

じょう
相
しょう
が廃止され，中央の政策執行機関である六

りく

部
ぶ
や地方官僚を皇帝に直属させ，皇帝権力が強化された。軍事面では，一般

（→p.154） （→p.157）

（1351〜66）

（1328〜98，在位1368〜98）

（1368〜1644）

（1368〜1634）

（→p.148コラム）

（→p.89図）

（→p.89図）
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ある。 明代のアジア　図 p.155, 195

明は大明宝鈔と銀との兌
だ
換
かん
を

認めなかった。永
えい
楽
らく
帝
てい
の時代に

は戦費捻
ねん
出
しゅつ
のために大明宝鈔が

乱発され，通貨としての信用を
しだいに失っていった。

以後，チンギス家の王族が大
ハン位を継

けい
承
しょう
した。明から彼ら

は韃
だっ
靼
たん
（タタール）とよばれ，

非チンギス系の西方のモンゴル
諸族は瓦

ワ
刺
ラ
（オイラト）と称さ

れた。

洪武帝は元号を「洪武」のみ
で一貫させた。この一

いっ
世
せい
一
いち
元
げん
制

は清
シン
まで受けつがれ，皇帝も元

号で通称された。明治期以降の
日本もこの方式を採用した。

白蓮教は，南
なん
宋
そう
期に生じた阿

あ

弥
み
陀
だ
仏
ぶつ
を信仰する宗教結社で，

民間に広まった。元末には弥
み
勒
ろく

仏
ぶつ
が救

きゅう
世
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としてあらわれると

いう信仰となっていた。

洪武帝の発した民衆教化のた
めの教訓。父母への孝順，長

ちょう
上
じょう

への尊敬などを説いた。

戸数を単位とする一種の「隣
となり

組
ぐみ
」制度。110戸を里とし，10

戸を里長戸，残りの100戸を10
甲に分け，里長戸の指導のもと
で租税の徴

ちょう
収
しゅう
や村落の治安の責

任を交替当番制で負わせた。

紫
し

禁
きん

城
じょう

（北
ペ キ ン
京） 明清時代の皇帝の宮殿。永楽帝が

建設し，のちにたびたび改築された。現在は博物館と
なっている。
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国境地帯に建設されたことにはじまる。現在の「万里
の長城」の原形が形成されたのは明代である。
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運
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た。対外関係では，積極政策を採用し，ムスリムの宦
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官
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である

鄭
てい
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に面したマラッカ王国を拠
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に，
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うなが
した（鄭和の大遠
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征
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）。永楽帝は，ベトナムに出兵して一時的

にこれを併
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合
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し，北方では女真を支配下に置き，モンゴルにも自ら遠
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征
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した。
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ち
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　永楽帝の死後，明の海上での活動は消極的になり，内陸でも西モンゴルの

オイラトが勢力を強め，明が劣
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となった。1449年，モンゴルの大ハンをし

のぐ勢力を有したエ
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ど
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で明軍をやぶり，明の正

せい
統
とう
帝
てい
を捕ら
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や石などで万里の長城を

築造し，それによって華北地域の森林資源が多く失われたとされる。

朝貢体制の形成と
日本・朝鮮

明は，海禁によってすべての対外交易を国家が統制で

きる朝貢貿易に限定し，周辺諸国もその体制のなかに

組みこまれていった。
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あく
して

いた中
ちゅう
書
しょ
省
しょう
とその長官である丞

じょう
相
しょう
が廃止され，中央の政策執行機関である六

りく

部
ぶ
や地方官僚を皇帝に直属させ，皇帝権力が強化された。軍事面では，一般

（→p.154） （→p.157）

（1351〜66）

（1328〜98，在位1368〜98）

（1368〜1644）

（1368〜1634）

（→p.148コラム）

（→p.89図）

（→p.89図）

寧波

平壌 開城

1 塩浦
2 富山浦
3 乃而浦

2
3

1

えん ぽ

ふ ざん ほ

ない じ　ほ

堺

京
都

マカオ

ヴィジャヤ

兵
庫博

多

那覇

杭州

福州

三浦

五島
平戸

広州

坊
津

山海関

漢城

北京
（順天府）

南京
（応天府）

朝鮮

日本

琉球

明

大越

種子島

澎
湖諸
島

ルソン島

0 500km

朝鮮の遣明使節の
主要交通路
日朝交通路
日明交通路
琉球の主要交易路
前期倭寇侵略地
後期倭寇侵略地

魚鱗図冊 土地の所有者ごと
に畝

ほ
数や位置などを測量し，一定

の区域で総図にすると，江南では
このような魚の鱗

うろこ
のようになる。

写真は，洪武年間の図冊の写しで
ある。 明代のアジア　図 p.155, 195

明は大明宝鈔と銀との兌
だ
換
かん
を

認めなかった。永
えい
楽
らく
帝
てい
の時代に

は戦費捻
ねん
出
しゅつ
のために大明宝鈔が

乱発され，通貨としての信用を
しだいに失っていった。

以後，チンギス家の王族が大
ハン位を継

けい
承
しょう
した。明から彼ら

は韃
だっ
靼
たん
（タタール）とよばれ，

非チンギス系の西方のモンゴル
諸族は瓦

ワ
剌
ラ
（オイラト）と称さ

れた。

洪武帝は元号を「洪武」のみ
で一貫させた。この一

いっ
世
せい
一
いち
元
げん
制

は清
シン
まで受けつがれ，皇帝も元

号で通称された。明治期以降の
日本もこの方式を採用した。

白蓮教は，南
なん
宋
そう
期に生じた阿

あ

弥
み
陀
だ
仏
ぶつ
を信仰する宗教結社で，

民間に広まった。元末には弥
み
勒
ろく

仏
ぶつ
が救

きゅう
世
せい
主
しゅ
としてあらわれると

いう信仰となっていた。

洪武帝の発した民衆教化のた
めの教訓。父母への孝順，長

ちょう
上
じょう

への尊敬などを説いた。

戸数を単位とする一種の「隣
となり

組
ぐみ
」制度。110戸を里とし，10

戸を里長戸，残りの100戸を10
甲に分け，里長戸の指導のもと
で租税の徴

ちょう
収
しゅう
や村落の治安の責

任を交替当番制で負わせた。

紫
し

禁
きん

城
じょう

（北
ペ キ ン
京） 明清時代の皇帝の宮殿。永楽帝が

建設し，のちにたびたび改築された。現在は博物館と
なっている。

万里の長城 長城は戦国時代（→p.79）に列国の
国境地帯に建設されたことにはじまる。現在の「万里
の長城」の原形が形成されたのは明代である。
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となりつつあった。1990年代後半には，97年のアジア通貨

危機による経済の停滞もあったが，その後は回復した。

　この地域で民主化のすすんでいたタイは，1980年代後半

からの外国投資によって，急激な経済発展をとげたが，ア

ジア通貨危機では大きな打
だ
撃
げき
を受けた。また，この時期に

はマレーシアなどの権
けん
威
い
主義体制下にある国も含め，自由

や市民的権利を求める動きが強まった。インドネシアでは，

アジア通貨危機の影響を受けてスハルト政権が1998年に崩
ほう

壊
かい
し，翌99年に民主的な選挙が実施され，ワヒドが大統領となった。1976年

以来インドネシアに併
へい
合
ごう
されていた旧ポルトガル領東ティモールでも，イン

ドネシアが民主化して各地域の自立運動が高まるなかで，1999年の国連主催

の住民投票によって独立が決まった。2002年に東ティモール民主共和国が成

立し，国連平
Peacekeeping Operations
和維持活動（PKO）をへて現在も国家建設がすすめられている。

　また，ASEANには1995年にベトナム，97年にミャンマーとラオス，99年

にはカンボジアが加盟し，当時の東南アジア10か国すべてからなるASEAN

自由貿易圏を結成しながら，日中韓 3国や，インド，オーストラリアなど近
きん

隣
りん
諸国とも経済圏を形成しようと，交渉をすすめた。

　南アジアのインドでは，1990年代にヒンドゥー・ナショナリズムの影響も

あってインド人民党が台頭する一方，国民会議派の首相による改革・自由化

政策がすすめられ，IT産業を中心にめざましい経済発展をとげた。

継続するアフリカの
内乱と貧困問題

アフリカでは，1980年代から90年代にかけて，各地

での内戦が継続し，貧
ひん
困
こん
問題がいっそう深刻になる

とともに，各地で多くの難
なん
民
みん
が発生した。

　ソマリアでは，1982年から内戦がはじまり，91年には反政府勢力が首都を

制圧した。国連は平
Peacekeeping Force

和維持部隊(PKF)を派
は
遣
けん
したが，効果はなく，1995年

に撤退した。ルワンダでは，1990年から内戦がおこり，多くの人々が難民と

なった。1993年には和平協定が締
てい
結
けつ
され，国連のルワンダ支

し
援
えん
団が組織され

たが，その後も虐
ぎゃく
殺
さつ
事件がおこるなど，混乱がつづいた。

　このような内戦による混乱は，アフリカ諸国の経済を著
いちじる
しく停滞させた。

植民地時代からのモノカルチャー農業は衰
すい
退
たい
し，それにかわる農業が開発さ

れないなかで，人口は急増した。また，異常気象にともなう自然災害もあい

まって，多くの餓
が
死
し
者が出ることになった。

　一方，南アフリカでは1991年にアパルトヘイトを支えていた黒人隔
かく
離
り
諸法

が撤
てっ
廃
ぱい
され，94年には全民族参加による選挙が行われ，反アパルトヘイト運

動の指導者で黒人のマ
Mandela

ンデラが大統領に選出された。

（→p.359）

（→p.357）

（在職1994〜99）

　イラン＝イラク戦争や湾
わん
岸
がん
戦争などによってアラブ諸国の分

ぶん
裂
れつ
が深まるなか，

占領下のパレスティナ人の抵抗運動（インティファーダ）を背景に，1993年

にPLOのア
Arafat

ラファト議長とイスラエルのラ
Rabin

ビン首相がパレスティナ暫
ざん
定
てい
自

治協定（オスロ合意）を結んだ。1994年にはPLO主導の自治政府が誕生し，

イスラエル軍の段階的撤
てっ
退
たい
も合意され，パレスティナ国家樹立への道が開か

れたが，聖地イェルサレムの帰
き
属
ぞく
問題をめぐり武力衝

しょう
突
とつ
が再発した。

　アフガニスタンでは，1989年にソ連軍が撤退したのち，96年にはイスラー

ム復
ふっ
興
こう
運動を推進するタリバンがアフガニスタンのほぼ全土を掌

しょう
握
あく
し，極

きょく
端
たん

なイスラーム化政策をすすめた。その結果，周辺国との緊張が高まるととも

に，中央アジア諸国にも反政府運動が波
は
及
きゅう
した。

東アジアでの対立の継続
と経済発展・民主化

東アジアでは，冷
れい
戦
せん
の終結でソ連の軍事力は後

こう

退
たい
したものの，朝鮮半島と中国の分断状態は継

続し，冷戦期の軍事安全保障面での対立が一定程度残された。一方，

A
アセアン
SEANを中心とした経済面などの地域協力が，日中韓を含みながら進行した。

　中国では，鄧
とう
小
しょう
平
へい
の「南

なん
巡
じゅん
講
こう
話
わ
」にもとづいて1992年に改革・開放政策が

再開され（社会主義市場経済），年率10％前後の経済成長をつづけた。中国

は安
あん
価
か
な労働力とインフラを提供する世界の生産拠

きょ
点
てん
となり（「世界の工場」），

国民の購買力がしだいに上昇して「世界の市
し
場
じょう
」ともなっていった。この過

程で1997年にはイギリスから香
ホン
港
コン
が，また99年にはポルトガルからマカオが

返還された。これらの地域には「一国二制度」が適用されている。国内では，

天
てん
安
あん
門
もん
事件後に成立した江

こう

沢
たく

民
みん

政
（Jiang Zemin）

権が「三つの代表」などで共産党の基
き
盤
ばん
を

拡大して一
いっ
党
とう
独
どく
裁
さい
を維持し，経済も発展したが，格差問題や環境問題，民族

問題が深
しん
刻
こく
化した。対外政策では，天安門事件以来の隣

りん
国
ごく
への積極政策を継

続し，韓国などとの国交正常化や，隣国との陸上の国境問題をおよそ解決し

た。その際には，主権や領土問題よりも経済を優先して，ASEANや上
シャン
海
ハイ
協

力機構を通じて東南アジアや中央アジア諸国との協力をすすめた。

　韓国の盧
ノ
泰
テ
愚
ウ
政権は，北朝鮮に対して融

ゆう
和
わ
政策をとった。両国は，1991年

に同時に国際連盟に加盟し，同年12月に行われた会談で，将来の統一をめざ

して平和共
きょう
存
ぞん
を確認するという合意書に調

ちょう
印
いん
した。韓国では，1993年に文民

政権の金
キム
泳
ヨン
三
サム
政権が成立し，つづく金

キム
大
デ
中
ジュン
政権は，2000年に停

てい
滞
たい
関係にあっ

た北朝鮮との南北首脳会談を実現した。台湾では，1996年に最初の総
そう
統
とう
選挙

が実施されて国民党の李
り
登
とう
輝
き
が総統に再任されたが，2000年には民進党の陳

ちん

水
すい
扁
へん
が

（Chen Shui-bian）
総統に当選し，平

へい
和
わ
裏
り
に政権交代が行われた。

東南アジア・南アジアの
経済発展と民主化

1990年代の東南アジアでは，経済発展にともな

って開発独裁の時代が終わり，民主国家の時代

（1929〜2004） （在職1992〜95）

（総書記1989〜2002）

（→p.368）

（在職1993〜98） （在職1998〜2003）（→p.368）

（→p.368）

（在職2000〜08）

（→p.359）

アメリカのパレスティナ問題
への対応は，イスラエルに寛

かん
容
よう

でパレスティナにきびしいとい
われ，ダブル・スタンダード（二
つの基準）という評価もあった。

天
てん
安
あん
門
もん
事件後，物価安定化や

西側諸国の経済制裁への対応，
そして国内の保守派の反対のた
めに改革・開放政策は抑

よく
制
せい
され

ていた。しかし，この南巡講話
で鄧小平がふたたび改革・開放
政策の意義を強調した。

パレスティナ暫定自治協定
（1993年） アメリカのクリント
ン大統領（中央）の調

ちょう
停
てい
のもと，

ワシントンでアラファト議長（右）
とラビン首相（左）による調印式
が行われた。しかし，ラビンは
1995年に暗

あん
殺
さつ
された。

香港返還記念式典（1997年 6
月）　イギリスは，南

ナン
京
キン
条約（1842

年），北
ペ キ ン
京条約（1860年）をへて，

1898年には九
きゅう
龍
りゅう
半島北部と新

しん
界
かい
を

99年間租
そ
借
しゃく
することで香港を植民

地化していた（→p.290）。租借期
限の1997年に，割

かつ
譲
じょう
されていた香

港島と九龍半島南部を含めた全体
を中国に返還した。

ロシア，中国，カザフスタン，
キルギス，タジキスタンが1996
年に創

そう
設
せつ
した上海ファイブに，

ウズベキスタンが2001年に加わ
って設立された。2017年にはイ
ンドとパキスタンが加盟した。

ASEANの非公式首脳会議（1999年11月，マニラ）
当時の東南アジア10か国のすべてが一つの地域統合体に参
加したことは，画

かっ
期
き
的な意味をもった。

政治的に対立していた中国と
台湾は経済を中心に関係を深め，
台湾から中国へも多くの投資が
なされるようになった。

タイは1997年に憲法を改正し
て民主的政治の安定をはかった
が，二大政党制の導入など，そ
こにはのちの政治流動化の要因
も含まれていた。

国民会議派とインド人民党が
有力政党であったが，1990年代
後半から，経済自由化という点
で両党ともに政策は一致していた。

こうした内戦に対しては，国
連の平和維持活動(PKO)や近
隣の国による平和活動が行われ
たが，内戦の対立にまきこまれ，
いっそう混乱することもあった。

ソマリアなど，国内の紛
ふん
争
そう
や

政府の財政破
は
綻
たん
によって，国民

への公共サービスの提供ができ
なくなった国家が少なからず生
まれている。こうした国家を破
綻国家という。

反アパルトヘイト闘争を展開
したアフリカ民族会議（ANC，
→p.314）の議長で，27年間投

とう
獄
ごく

されていた。

マンデラ大統領の就任 南
アフリカでは，1995年に真実和解
委員会が設置され，反アパルトヘ
イト運動が展開されるなかでおこ
った国家犯罪や人権侵

しん
害
がい
について

調査し，犠
ぎ
牲
せい
者や遺族への補

ほ
償
しょう
を

行った。過去の人種差別からの決
別と和解がすすんでいる。
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となりつつあった。1990年代後半には，97年のアジア通貨

危機による経済の停滞もあったが，その後は回復した。

　この地域で民主化のすすんでいたタイは，1980年代後半

からの外国投資によって，急激な経済発展をとげたが，ア

ジア通貨危機では大きな打
だ
撃
げき
を受けた。また，この時期に

はマレーシアなどの権
けん
威
い
主義体制下にある国も含め，自由

や市民的権利を求める動きが強まった。インドネシアでは，

アジア通貨危機の影響を受けてスハルト政権が1998年に崩
ほう

壊
かい
し，翌99年に民主的な選挙が実施され，ワヒドが大統領となった。1976年

以来インドネシアに併
へい
合
ごう
されていた旧ポルトガル領東ティモールでも，イン

ドネシアが民主化して各地域の自立運動が高まるなかで，1999年の国連主催

の住民投票によって独立が決まった。2002年に東ティモール民主共和国が成

立し，国連平
Peacekeeping Operations
和維持活動（PKO）をへて現在も国家建設がすすめられている。

　また，ASEANには1995年にベトナム，97年にミャンマーとラオス，99年

にはカンボジアが加盟し，当時の東南アジア10か国すべてからなるASEAN

自由貿易圏を結成しながら，日中韓 3国や，インド，オーストラリアなど近
きん

隣
りん
諸国とも経済圏を形成しようと，交渉をすすめた。

　南アジアのインドでは，1990年代にヒンドゥー・ナショナリズムの影響も

あってインド人民党が台頭する一方，国民会議派の首相による改革・自由化

政策がすすめられ，IT産業を中心にめざましい経済発展をとげた。

継続するアフリカの
内乱と貧困問題

アフリカでは，1980年代から90年代にかけて，各地

での内戦が継続し，貧
ひん
困
こん
問題がいっそう深刻になる

とともに，各地で多くの難
なん
民
みん
が発生した。

　ソマリアでは，1982年から内戦がはじまり，91年には反政府勢力が首都を

制圧した。国連は平
Peacekeeping Force

和維持部隊(PKF)を派
は
遣
けん
したが，効果はなく，1995年

に撤退した。ルワンダでは，1990年から内戦がおこり，多くの人々が難民と

なった。1993年には和平協定が締
てい
結
けつ
され，国連のルワンダ支

し
援
えん
団が組織され

たが，その後も虐
ぎゃく
殺
さつ
事件がおこるなど，混乱がつづいた。

　このような内戦による混乱は，アフリカ諸国の経済を著
いちじる
しく停滞させた。

植民地時代からのモノカルチャー農業は衰
すい
退
たい
し，それにかわる農業が開発さ

れないなかで，人口は急増した。また，異常気象にともなう自然災害もあい

まって，多くの餓
が
死
し
者が出ることになった。

　一方，南アフリカでは1991年にアパルトヘイトを支えていた黒人隔
かく
離
り
諸法

が撤
てっ
廃
ぱい
され，94年には全民族参加による選挙が行われ，反アパルトヘイト運

動の指導者で黒人のマ
Mandela

ンデラが大統領に選出された。

（→p.359）

（→p.357）

（在職1994〜99）

　イラン＝イラク戦争や湾
わん
岸
がん
戦争などによってアラブ諸国の分

ぶん
裂
れつ
が深まるなか，

占領下のパレスティナ人の抵抗運動（インティファーダ）を背景に，1993年

にPLOのア
Arafat

ラファト議長とイスラエルのラ
Rabin

ビン首相がパレスティナ暫
ざん
定
てい
自

治協定（オスロ合意）を結んだ。1994年にはPLO主導の自治政府が誕生し，

イスラエル軍の段階的撤
てっ
退
たい
も合意され，パレスティナ国家樹立への道が開か

れたが，聖地イェルサレムの帰
き
属
ぞく
問題をめぐり武力衝

しょう
突
とつ
が再発した。

　アフガニスタンでは，1989年にソ連軍が撤退したのち，96年にはイスラー

ム復
ふっ
興
こう
運動を推進するタリバンがアフガニスタンのほぼ全土を掌

しょう
握
あく
し，極

きょく
端
たん

なイスラーム化政策をすすめた。その結果，周辺国との緊張が高まるととも

に，中央アジア諸国にも反政府運動が波
は
及
きゅう
した。

東アジアでの対立の継続
と経済発展・民主化

東アジアでは，冷
れい
戦
せん
の終結でソ連の軍事力は後

こう

退
たい
したものの，朝鮮半島と中国の分断状態は継

続し，冷戦期の軍事安全保障面での対立が一定程度残された。一方，

A
アセアン
SEANを中心とした経済面などの地域協力が，日中韓を含みながら進行した。

　中国では，鄧
とう
小
しょう
平
へい
の「南

なん
巡
じゅん
講
こう
話
わ
」にもとづいて1992年に改革・開放政策が

再開され（社会主義市場経済），年率10％前後の経済成長をつづけた。中国

は安
あん
価
か
な労働力とインフラを提供する世界の生産拠

きょ
点
てん
となり（「世界の工場」），

国民の購買力がしだいに上昇して「世界の市
し
場
じょう
」ともなっていった。この過

程で1997年にはイギリスから香
ホン
港
コン
が，また99年にはポルトガルからマカオが

返還された。これらの地域には「一国二制度」が適用されている。国内では，

天
てん
安
あん
門
もん
事件後に成立した江

こう

沢
たく

民
みん

政
（Jiang Zemin）

権が「三つの代表」などで共産党の基
き
盤
ばん
を

拡大して一
いっ
党
とう
独
どく
裁
さい
を維持し，経済も発展したが，格差問題や環境問題，民族

問題が深
しん
刻
こく
化した。対外政策では，天安門事件以来の隣

りん
国
ごく
への積極政策を継

続し，韓国などとの国交正常化や，隣国との陸上の国境問題をおよそ解決し

た。その際には，主権や領土問題よりも経済を優先して，ASEANや上
シャン
海
ハイ
協

力機構を通じて東南アジアや中央アジア諸国との協力をすすめた。

　韓国の盧
ノ
泰
テ
愚
ウ
政権は，北朝鮮に対して融

ゆう
和
わ
政策をとった。両国は，1991年

に同時に国際連合に加盟し，同年12月に行われた会談で，将来の統一をめざ

して平和共
きょう
存
ぞん
を確認するという合意書に調

ちょう
印
いん
した。韓国では，1993年に文民

政権の金
キム
泳
ヨン
三
サム
政権が成立し，つづく金

キム
大
デ
中
ジュン
政権は，2000年に停

てい
滞
たい
関係にあっ

た北朝鮮との南北首脳会談を実現した。台湾では，1996年に最初の総
そう
統
とう
選挙

が実施されて国民党の李
り
登
とう
輝
き
が総統に再任されたが，2000年には民進党の陳

ちん

水
すい
扁
へん
が

（Chen Shui-bian）
総統に当選し，平

へい
和
わ
裏
り
に政権交代が行われた。

東南アジア・南アジアの
経済発展と民主化

1990年代の東南アジアでは，経済発展にともな

って開発独裁の時代が終わり，民主国家の時代

（1929〜2004） （在職1992〜95）

（総書記1989〜2002）

（→p.368）

（在職1993〜98） （在職1998〜2003）（→p.368）

（→p.368）

（在職2000〜08）

（→p.359）

アメリカのパレスティナ問題
への対応は，イスラエルに寛

かん
容
よう

でパレスティナにきびしいとい
われ，ダブル・スタンダード（二
つの基準）という評価もあった。

天
てん
安
あん
門
もん
事件後，物価安定化や

西側諸国の経済制裁への対応，
そして国内の保守派の反対のた
めに改革・開放政策は抑

よく
制
せい
され

ていた。しかし，この南巡講話
で鄧小平がふたたび改革・開放
政策の意義を強調した。

パレスティナ暫定自治協定
（1993年） アメリカのクリント
ン大統領（中央）の調

ちょう
停
てい
のもと，

ワシントンでアラファト議長（右）
とラビン首相（左）による調印式
が行われた。しかし，ラビンは
1995年に暗

あん
殺
さつ
された。

香港返還記念式典（1997年 6
月）　イギリスは，南

ナン
京
キン
条約（1842

年），北
ペ キ ン
京条約（1860年）をへて，

1898年には九
きゅう
龍
りゅう
半島北部と新

しん
界
かい
を

99年間租
そ
借
しゃく
することで香港を植民

地化していた（→p.290）。租借期
限の1997年に，割

かつ
譲
じょう
されていた香

港島と九龍半島南部を含めた全体
を中国に返還した。

ロシア，中国，カザフスタン，
キルギス，タジキスタンが1996
年に創

そう
設
せつ
した上海ファイブに，

ウズベキスタンが2001年に加わ
って設立された。2017年にはイ
ンドとパキスタンが加盟した。

ASEANの非公式首脳会議（1999年11月，マニラ）
当時の東南アジア10か国のすべてが一つの地域統合体に参
加したことは，画

かっ
期
き
的な意味をもった。

政治的に対立していた中国と
台湾は経済を中心に関係を深め，
台湾から中国へも多くの投資が
なされるようになった。

タイは1997年に憲法を改正し
て民主的政治の安定をはかった
が，二大政党制の導入など，そ
こにはのちの政治流動化の要因
も含まれていた。

国民会議派とインド人民党が
有力政党であったが，1990年代
後半から，経済自由化という点
で両党ともに政策は一致していた。

こうした内戦に対しては，国
連の平和維持活動(PKO)や近
隣の国による平和活動が行われ
たが，内戦の対立にまきこまれ，
いっそう混乱することもあった。

ソマリアなど，国内の紛
ふん
争
そう
や

政府の財政破
は
綻
たん
によって，国民

への公共サービスの提供ができ
なくなった国家が少なからず生
まれている。こうした国家を破
綻国家という。

反アパルトヘイト闘争を展開
したアフリカ民族会議（ANC，
→p.314）の議長で，27年間投

とう
獄
ごく

されていた。

マンデラ大統領の就任 南
アフリカでは，1995年に真実和解
委員会が設置され，反アパルトヘ
イト運動が展開されるなかでおこ
った国家犯罪や人権侵

しん
害
がい
について

調査し，犠
ぎ
牲
せい
者や遺族への補

ほ
償
しょう
を

行った。過去の人種差別からの決
別と和解がすすんでいる。
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た。そのため，彼の死後，国民の不満が高まり，1660年に長老派が中心とな

ってフランスにいた先王の子チ
Charles Ⅱ

ャールズ 2世を王に迎えた。王政復
ふっ
古
こ
後も重

じゅう

商
しょう
主義政策は継

けい
承
しょう
され，オランダとの対立がつづいた。

名誉革命と
立憲王政

チャールズ 2世はカトリックを支持する政策をとった

ため，国教会を重視する議会は，1673年に審
Test Act

査法を定

めて非国教徒が公職につくことを禁じ，1679年には不当な逮捕や投
とう
獄
ごく
を禁止

する人身保護法を制定した。このころ議会では，ト
Tories

ーリー党とホ
Whigs

イッグ党と

いう党派が生まれ，のちの二大政党制のもととなった。つぎのジ
 James Ⅱ

ェームズ 2

世もカトリックの復活をはかると，1688年，トーリー党とホイッグ党は協力

して，王の娘メアリとその夫オランダ統
とう
領
りょう
ウィレムに援

えん
助
じょ
を求めた。ウィレ

ムが軍を率いてイギリスに上陸すると，ジェームズ 2世はフランスに亡
ぼう
命
めい
し

た。これを名誉革命という。

　翌年，ウィレム夫妻は，議会が提出した「権利宣言」を承認して，ともに

王位につき（ウ
William III

ィリアム 3世とメ
Mary II

アリ 2世），権利宣言を権利章
しょう
典
てん
として制

定した。これにより，国民の生命・財産の保護や，言論の自由が確認され，

立憲王政も確立された。ウィリアム 3世のもと，イギリスは同じプロテスタ

ントのオランダと同君連合となり，対外政策も，カトリック国のフランスの

強大化を阻
そ
止
し
することが重視されるようになった。

　ウィリアムの死後，メアリの妹ア
Anne

ンが即位し，1707年，

スコットランドと合併して，グ
Kingdom of Great Britain
レートブリテン王国が成立

した。1714年，アンが死去してステュアート朝がとだえる

と，ジェームズ 1世の血をひくドイツのハノーヴァー選
せん
帝
てい

侯
こう
が，ジ

George I

ョージ 1世として迎えられ，ハ
Hanover

ノーヴァー朝（第

一次世界大戦中にウィンザー朝と改称）を開いた。外国系

の王のもとで内
ない
閣
かく
の政治的役割が大きくなり，1721年に最

初の首相となったホイッグ党のウ
Walpole

ォルポールのもとで，内

閣が国王ではなく議会に対して責任を負う責任内閣制が成

立した。「王は君
くん
臨
りん
すれども統治せず」という伝統が生まれ，

やがて議会の多数党が内閣をつくる政党政治が定着した。

フランスの内乱と
絶対王政

フランスでは，16世紀後半，カルヴ

ァン派のユグノーとカトリック教徒

が対立し，これに大貴族間の勢力争いがからんで，ユグノ

ー戦争がおこった。この宗教戦争では，サン・バルテルミ

の虐
ぎゃく
殺
さつ
のような惨

さん
事
じ
もおき，またスペインなど外国勢力の

干
かん
渉
しょう
も加わった。ヴァロワ朝はこの内乱のなかで断

だん
絶
ぜつ
し，

（在位 1660〜85）

（→p.216）

（在位 1685〜88）

（在位 1689〜1702） （在位 1689〜94） Bill of Rights

（在位 1702〜14）

（在位 1714〜27） （1714〜）

（1676〜1745）

（→p.206）

（1562〜98） （1572）

ェームズはスコットランド王でもあったので，両国は同君連合となった。王

は，王
おう
権
けん
神
しん
授
じゅ
説
せつ
を唱えて議会を軽視し，国教会との結びつきを強め，ピュー

リタンを圧
あっ
迫
ぱく
した。おりから国際商業の不

ふ
況
きょう
がはじまり，中産階級の不満も

高まった。つぎのチ
Charles Ⅰ

ャールズ1世に対して，議会は1628年に権
けん
利
り
請
せい
願
がん
を提出

して，議会の同意なく課税することや，国民を不当に拘
こう
束
そく
しないことなどを

王に求めた。しかし王は，議会軽視の政治をつづけた。

　1639年にスコットランドで反乱がおきると，チャールズ 1世は戦費調達の

ため議会を開いた。1640年から開催された議会では，国王の専
せん
制
せい
をおさえる

ための改革をすすめ，議
Parliamentarians

会派と王
Royalists

党派の対立が深まり，1642年に内乱がはじ

まった。当初は劣
れっ
勢
せい
であった議会派は，早期和平を唱える長

Presbyterians

老派と，徹
てっ
底
てい
抗

戦を主張する独
Independents

立派とに分かれた。独立派の指導者ク
Cromwell

ロムウェルは，鉄
てっ
騎
き
隊
たい

を中
ちゅう
核
かく
にして王党派軍をやぶり，急進的な水

Levellers

平派と結んで議会から長老派を

追放した。そして1649年には国王が処
しょ
刑
けい
され，共和政が樹立された。これが

ピューリタン革命といわれる内乱である。

　クロムウェルは水平派を弾
だん
圧
あつ
する一方，王党派の強いアイルランドと，長

老派の本
ほん
拠
きょ
地
ち
であったスコットランドを征

せい
服
ふく
した。以後，アイルランドのカ

トリック住民は，イギリス人不在地
じ
主
ぬし
の支配に苦しむことになる。この間，

共和国はオランダの中継貿易に打
だ
撃
げき
を与えるため，1651年に航

Navigation Act

海法を定め，

オランダと戦った［第 1 次イギリス＝オランダ（英
えい
蘭
らん
）戦争］。クロムウェ

ルは，内外の難局に対処するため，1653年に護
ご
国
こく
卿
きょう
となって軍事独

どく
裁
さい
を強め

（→p.222）

（在位 1625〜49） Petition of Right（→p.110）

（1599〜1658）

（→p.110）

（1642〜49）

（→p.251コラム）

（1652〜54）

Lord Protector

イギリス生まれのラグビー

やサッカー，ゴルフの国際試合を見ると，日本代表

は日本チームである。これはあたり前のことである。

ところがイギリス代表は，イギリスではない。かわ

りにイングランドや，スコットランド，ウェールズ

などの名前が出てくる。これはなぜなのだろうか。

　日本でいうイギリスは，現在の正式名称では「グ

レートブリテンおよび北アイルランド連合王国」（略

して連合王国）という。イギリスは，複数の国から

構成されているのである。そもそも日本でいう「イ

ギリス」というよび方は，アングロ・サクソン系の

イングランド王国からきている。しかしイングラン

ド王国は，はじめからブリテン島全体を支配してい

たわけではなかった。ヘンリ 8世がローマ教会から

自立しようとしたころには，まだまだ小国でしかな

かった。そのイングラ

ンドが周辺のケルト系

のウェールズやスコッ

トランド，アイルラン

ドなどを併
へい
合
ごう
や征服す

ることによって，1801

年以来，現在の連合王

国になったのである。

　そのため，各地域の

独立意識は強く，現在

のスコットランド議会は中央政府から課税権と立法

権を認められている。しかし，17世紀にクロムウェ

ルによって征服されたカトリックのアイルランドで

は，独立問題に宗教や民族問題がからみ，深
しん
刻
こく
な紛

ふん

争
そう
がつづいた。

（→p.62）

（→p.251コラム）

イギリスは存在しない

王権は神から授
さず
かったもので，

地上の勢力はこれを束
そく
縛
ばく
するこ

とはできないとする考え方。

1640年 4 月に議会が開かれた
が 3週間で解散した（短期議会）。
11月に再開されたが，内乱がは
じまり，クロムウェルが解散す
る1653年までつづいた（長期議
会）。国政の改革という意味で，
1640年から1660年までを一つの
革命ととらえることもある。

スコットランドは，国教会の
儀式を強制されることに反発し
た。

フランス

ベルファスト

エディンバラ

ロンドン

北 海

大 西 洋

マン島

北アイルランド

ウェールズ

スコットランド

イングランドエール
（アイルランド）

0 400km

グレートブリテンおよび
北アイルランド連合王国

イギリスとその植民地の輸入
品の運

うん
搬
ぱん
はイギリス船に限り，

ヨーロッパ諸国からの輸入はイ
ギリス船または産出国か最初の
積み出し国の船に限定した。重

じゅう

商
しょう
主義政策（→p.214）の一つで

あった。

イギリスはイングランド銀行
の設立をはじめとする財政革命
により軍事費を捻

ねん
出
しゅつ
し，対外戦

争を有利に導いた。

ウォルポールは，南海会社を
めぐる株式暴落の混乱を収

しゅう
拾
しゅう
し

て手
しゅ
腕
わん
を認められた。

参政権はほぼジェントリら土
地所有者に限られ，選挙の際の
投票も秘密ではなかった。

「権利宣言」を受けとるウ
ィリアム 3世とメアリ 2世（右
側の 2人）

権利章典（抄
しょう
）

1 . �国王は，王権により，国会の承認なしに法律
を停止し，また法律の執行を停止し得る権限
があると称しているが，そのようなことは違
法である。

4 . �大権に名を借り，国会の承認なしに，…王の
使用に供するために金銭を徴

ちょう
収
しゅう
することは，

違法である。
5 . �国王に請願することは臣

しん
民
みん
の権利であり，こ

のような請願をしたことを理由とする収
しゅう
監
かん
ま

たは訴
そ
追
つい
は，違法である。

6 . �平時において，国会の承認なくして国内で常
じょう

備
び
軍を徴

ちょう
集
しゅう
してこれを維持することは，法に

反する。
8 .　�国会議員の選挙は自由でなければならない。
9 . �国会における言論の自由および討議または議

事手続は，国会以外のいかなる裁判所，また
はその他の場所においても，これを非難した
り問題としたりしてはならない。

� （歴史学研究会編『世界史史料 6』）
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た。そのため，彼の死後，国民の不満が高まり，1660年に長老派が中心とな

ってフランスにいた先王の子チ
Charles Ⅱ

ャールズ 2世を王に迎えた。王政復
ふっ
古
こ
後も重

じゅう

商
しょう
主義政策は継

けい
承
しょう
され，オランダとの対立がつづいた。

名誉革命と
立憲王政

チャールズ 2世はカトリックを支持する政策をとった

ため，国教会を重視する議会は，1673年に審
Test Act

査法を定

めて非国教徒が公職につくことを禁じ，1679年には不当な逮捕や投
とう
獄
ごく
を禁止

する人身保護法を制定した。このころ議会では，ト
Tories

ーリー党とホ
Whigs

イッグ党と

いう党派が生まれ，のちの二大政党制のもととなった。つぎのジ
 James Ⅱ

ェームズ 2

世もカトリックの復活をはかると，1688年，トーリー党とホイッグ党は協力

して，王の娘メアリとその夫オランダ統
とう
領
りょう
ウィレムに援

えん
助
じょ
を求めた。ウィレ

ムが軍を率いてイギリスに上陸すると，ジェームズ 2世はフランスに亡
ぼう
命
めい
し

た。これを名誉革命という。

　翌年，ウィレム夫妻は，議会が提出した「権利宣言」を承認して，ともに

王位につき（ウ
William III

ィリアム 3世とメ
Mary II

アリ 2世），権利宣言を権利章
しょう
典
てん
として制

定した。これにより，国民の生命・財産の保護や，言論の自由が確認され，

立憲王政も確立された。ウィリアム 3世のもと，イギリスは同じプロテスタ

ントのオランダと同君連合となり，対外政策も，カトリック国のフランスの

強大化を阻
そ
止
し
することが重視されるようになった。

　ウィリアムの死後，メアリの妹ア
Anne

ンが即位し，1707年，

スコットランドと合併して，グ
Kingdom of Great Britain
レートブリテン王国が成立

した。1714年，アンが死去してステュアート朝がとだえる

と，ジェームズ 1世の血をひくドイツのハノーヴァー選
せん
帝
てい

侯
こう
が，ジ

George I

ョージ 1世として迎えられ，ハ
Hanover

ノーヴァー朝（第

一次世界大戦中にウィンザー朝と改称）を開いた。外国系

の王のもとで内
ない
閣
かく
の政治的役割が大きくなり，1721年に最

初の首相となったホイッグ党のウ
Walpole

ォルポールのもとで，内

閣が国王ではなく議会に対して責任を負う責任内閣制が成

立した。「王は君
くん
臨
りん
すれども統治せず」という伝統が生まれ，

やがて議会の多数党が内閣をつくる政党政治が定着した。

フランスの内乱と
絶対王政

フランスでは，16世紀後半，カルヴ

ァン派のユグノーとカトリック教徒

が対立し，これに大貴族間の勢力争いがからんで，ユグノ

ー戦争がおこった。この宗教戦争では，サン・バルテルミ

の虐
ぎゃく
殺
さつ
のような惨

さん
事
じ
もおき，またスペインなど外国勢力の

干
かん
渉
しょう
も加わった。ヴァロワ朝はこの内乱のなかで断

だん
絶
ぜつ
し，

（在位 1660〜85）

（→p.216）

（在位 1685〜88）

（在位 1689〜1702） （在位 1689〜94） Bill of Rights

（在位 1702〜14）

（在位 1714〜27） （1714〜）

（1676〜1745）

（→p.206）

（1562〜98） （1572）

ェームズはスコットランド王でもあったので，両国は同君連合となった。王

は，王
おう
権
けん
神
しん
授
じゅ
説
せつ
を唱えて議会を軽視し，国教会との結びつきを強め，ピュー

リタンを圧
あっ
迫
ぱく
した。おりから国際商業の不

ふ
況
きょう
がはじまり，中産階級の不満も

高まった。つぎのチ
Charles Ⅰ

ャールズ1世に対して，議会は1628年に権
けん
利
り
請
せい
願
がん
を提出

して，議会の同意なく課税したり，国民を不当に拘
こう
束
そく
したりしないことなど

を王に求めた。しかし王は，議会軽視の政治をつづけた。

　1639年にスコットランドで反乱がおきると，チャールズ 1世は戦費調達の

ため議会を開いた。1640年から開催された議会では，国王の専
せん
制
せい
をおさえる

ための改革をすすめ，議
Parliamentarians

会派と王
Royalists

党派の対立が深まり，1642年に内乱がはじ

まった。当初は劣
れっ
勢
せい
であった議会派は，早期和平を唱える長

Presbyterians

老派と，徹
てっ
底
てい
抗

戦を主張する独
Independents

立派とに分かれた。独立派の指導者ク
Cromwell

ロムウェルは，鉄
てっ
騎
き
隊
たい

を中
ちゅう
核
かく
にして王党派軍をやぶり，急進的な水

Levellers

平派と結んで議会から長老派を

追放した。そして1649年には国王が処
しょ
刑
けい
され，共和政が樹立された。これが

ピューリタン革命といわれる内乱である。

　クロムウェルは水平派を弾
だん
圧
あつ
する一方，王党派の強いアイルランドと，長

老派の本
ほん
拠
きょ
地
ち
であったスコットランドを征

せい
服
ふく
した。以後，アイルランドのカ

トリック住民は，イギリス人不在地
じ
主
ぬし
の支配に苦しむことになる。この間，

共和国はオランダの中継貿易に打
だ
撃
げき
を与えるため，1651年に航

Navigation Act

海法を定め，

オランダと戦った［第 1 次イギリス＝オランダ（英
えい
蘭
らん
）戦争］。クロムウェ

ルは，内外の難局に対処するため，1653年に護
ご
国
こく
卿
きょう
となって軍事独

どく
裁
さい
を強め

（→p.222）

（在位 1625〜49） Petition of Right（→p.110）

（1599〜1658）

（→p.110）

（1642〜49）

（→p.251コラム）

（1652〜54）

Lord Protector

イギリス生まれのラグビー

やサッカー，ゴルフの国際試合を見ると，日本代表

は日本チームである。これはあたり前のことである。

ところがイギリス代表は，イギリスではない。かわ

りにイングランドや，スコットランド，ウェールズ

などの名前が出てくる。これはなぜなのだろうか。

　日本でいうイギリスは，現在の正式名称では「グ

レートブリテンおよび北アイルランド連合王国」（略

して連合王国）という。イギリスは，複数の国から

構成されているのである。そもそも日本でいう「イ

ギリス」というよび方は，アングロ・サクソン系の

イングランド王国からきている。しかしイングラン

ド王国は，はじめからブリテン島全体を支配してい

たわけではなかった。ヘンリ 8世がローマ教会から

自立しようとしたころには，まだまだ小国でしかな

かった。そのイングラ

ンドが周辺のケルト系

のウェールズやスコッ

トランド，アイルラン

ドなどを併
へい
合
ごう
や征服す

ることによって，1801

年以来，現在の連合王

国になったのである。

　そのため，各地域の

独立意識は強く，現在

のスコットランド議会は中央政府から課税権と立法

権を認められている。しかし，17世紀にクロムウェ

ルによって征服されたカトリックのアイルランドで

は，独立問題に宗教や民族問題がからみ，深
しん
刻
こく
な紛

ふん

争
そう
がつづいた。

（→p.62）

（→p.251コラム）

イギリスは存在しない

王権は神から授
さず
かったもので，

地上の勢力はこれを束
そく
縛
ばく
するこ

とはできないとする考え方。

1640年 4 月に議会が開かれた
が 3週間で解散した（短期議会）。
11月に再開されたが，内乱がは
じまり，クロムウェルが解散す
る1653年までつづいた（長期議
会）。国政の改革という意味で，
1640年から1660年までを一つの
革命ととらえることもある。

スコットランドは，国教会の
儀式を強制されることに反発し
た。

フランス

ベルファスト

エディンバラ

ロンドン

北 海

大 西 洋

マン島

北アイルランド

ウェールズ

スコットランド

イングランドエール
（アイルランド）

0 400km

グレートブリテンおよび
北アイルランド連合王国

イギリスとその植民地の輸入
品の運

うん
搬
ぱん
はイギリス船に限り，

ヨーロッパ諸国からの輸入はイ
ギリス船または産出国か最初の
積み出し国の船に限定した。重

じゅう

商
しょう
主義政策（→p.214）の一つで

あった。

イギリスはイングランド銀行
の設立をはじめとする財政革命
により軍事費を捻

ねん
出
しゅつ
し，対外戦

争を有利に導いた。

ウォルポールは，南海会社を
めぐる株式暴落の混乱を収

しゅう
拾
しゅう
し

て手
しゅ
腕
わん
を認められた。

参政権はほぼジェントリら土
地所有者に限られ，選挙の際の
投票も秘密ではなかった。

「権利宣言」を受けとるウ
ィリアム 3世とメアリ 2世（右
側の 2人）

権利章典（抄
しょう
）

1 . �国王は，王権により，国会の承認なしに法律
を停止し，また法律の執行を停止し得る権限
があると称しているが，そのようなことは違
法である。

4 . �大権に名を借り，国会の承認なしに，…王の
使用に供するために金銭を徴

ちょう
収
しゅう
することは，

違法である。
5 . �国王に請願することは臣

しん
民
みん
の権利であり，こ

のような請願をしたことを理由とする収
しゅう
監
かん
ま

たは訴
そ
追
つい
は，違法である。

6 . �平時において，国会の承認なくして国内で常
じょう

備
び
軍を徴

ちょう
集
しゅう
してこれを維持することは，法に

反する。
8 .　�国会議員の選挙は自由でなければならない。
9 . �国会における言論の自由および討議または議

事手続は，国会以外のいかなる裁判所，また
はその他の場所においても，これを非難した
り問題としたりしてはならない。

� （歴史学研究会編『世界史史料 6』）
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変更が適切な体裁、記載（よ

り適切な記述への変更）
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中国

イタリア

ロシア・
バルト
諸国

ドイツ

アイルランド

イギリス

　19世紀から20世紀にかけ，科学技術の飛
ひ
躍
やく
的発展，工業化の進展とともに，イギリ

スを先頭に自由貿易が展開するなか，人，もの，情報の動きが活発化し，世界各地は
緊
きん
密
みつ
に連動していく。そのようすについて，多様な面から考えてみよう。

移民制限の風
ふう

刺
し

画（1893年）　　　　 5 人の影に注目して，風刺の内
容を考えてみよう。アメリカの雑誌に掲載された風刺画は，この時期の制
限開始の内容と対応しているだろうか。 

南米への移民をよびかけるポ
スター　明治維

い
新
しん
後に急速に人口

が増加した日本からも，移民送出が
おこったが，入

にゅう
植
しょく
地の条件は一般に

よくなかった。このポスターは大正
時代末期のもの。

スエズ運河の開通と東西間の
移動距離の短縮　1869年に完成し
たスエズ運河は，アフリカ南

なん
端
たん
を迂

う

回
かい
せずにユーラシアの東西を海路で
結んだ。19世紀末までは，機械的な
動力と帆

ほ
を併用した機

き
帆
はん
船
せん
が多いこ

とに注目しておきたい。

アメリカ合衆国への移民の出国（地域）別人数　　　　移民に出
る要因と，移民を受け入れる要因を考えてみよう。

自由の女神をながめる移民たち　19世紀から20世紀
にかけ，広大な西部開拓と工業化とが大きくすすんだアメ
リカは，移民には夢の地であった。 

　欧米諸国が経済を発展させ，軍事的に世界に進
出するなかで，人々の移動のしかたは大きくかわ
った。19世紀後半からは，陸上には鉄道と運河が
網
あみ
の目のように広がり，海上では巨大な船

せん
舶
ぱく
が往

来するようになった。世界は，郵便と電信によっ
て結ばれるようになり，人間と商品と情報が大量
に，また，すばやく移動するようになっていく。
人々の国際的な移動が活発化したことによって，
諸地域の状況はどのような変化をとげたのだろう
か，各自で問いを立てて調べてみよう。

　18世紀後半から産業革命がはじまったイギ
リスを先頭に，19世紀には欧米各国で工業発
展が追求され，自由貿易体制を基本とした世
界市

し
場
じょう
が一体的に形成されていった。あらゆ

る地域や国が，商品市場として，あるいは原
料供

きょう
給
きゅう
地や資本投下先として，世界の政治

経済に組みこまれていった。一方で欧米各国
は，植民地拡大や勢力圏確保のために，19世
紀後半から世界各地で覇

は
権
けん
抗争を激化させて

いく。独自の変革をすすめつつあったアジア
諸国もまた，こうした展開にまきこまれてい
かざるを得なかった。こうした一連の世界の
変
へん
容
よう
について，資料をもとに考えてみよう。

（→p.233）

リヴァプール港のにぎわい（1890～1910年ごろ）　20世紀はじめまでイ
ギリスが経済的優位にあった要因の一つは，その海

かい
運
うん
力の大きさであった。

東インド
地域

地中海地域

ブラジル

アメリカ合衆国

（万梱）

0

50

100

150

200

250

300

1786-
90

76-8066-
70

56-
60

46-
50

36-
40

26-
30

16-
20

1806-
10

96-
1800 （年）

イギリスの原綿輸入量と輸入相手国・地域　
　　　グラフが変化している部分の理由を考えてみよう。

日本人が見たイギリス　1871年から欧米に派
は
遣
けん
された岩

いわ
倉
くら
使
し
節
せつ
団は，

主目的の不平等条約改正は果たせなかったが，欧米の産業，政治，社会の実
態にふれて帰国し，日本の進路に大きな影響を与えた。『特命全権大使 米欧
回覧実記』は使節団に随行した久

く
米
め
邦
くに
武
たけ
が編

へん
纂
さん
した記録である。

『特命全権大使米欧回覧実記』
� 1872年 9 月19日，ニューキャッスル市

英国の富
とみ
は，石炭と鉄によって機械を運転し，綿

めん
・毛・麻

あさ
を紡

ぼう
織
しょく

するのを眼
がん
目
もく
としている。羊

よう
毛
もう
は遠く豪州から，綿

めん
花
か
はアメリカ

諸国から，麻はインドから，そして亜
あ
麻
ま
はロシアから輸入している。

これらの原料を英国内で多く産出するからそれらの紡織業が興
こう
隆
りゅう

したわけではない。〔略〕
　これに反し，東洋や南洋ではそうした天然資源はたいへん豊富
である。ただ，その地域の人々はものを製造するという仕事に意
を用いないために，そのことについてはすっかり欧州に頼ってい
るのである。いわば，東洋・南洋の人々は，天然資源で西洋の産
業の成果を買い入れている。簡単に言えば人民が怠惰なのだ。考
えても見よ。東洋が西洋に及ばないのは，才能が劣っているわけ
ではない。知力が鈍いわけでもない。ただ，経済的な意識が乏

とぼ
しく，

高
こう
尚
しょう
な空理空論に日を送っているからである。

� （久米邦武編著『現代語訳�特命全権大使�米欧回覧実記普及版第 2巻』）

コーヒー農園（1870年代，ブラジル）　
貿易の広がりは，植民地などでのモノカ
ルチャー経済化の進展にもつながった。世界の植民地分割と勢力圏の概観（1914年）
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　19世紀から20世紀にかけ，科学技術の飛
ひ
躍
やく
的発展，工業化の進展とともに，イギリ

スを先頭に自由貿易が展開するなか，人，もの，情報の動きが活発化し，世界各地は
緊
きん
密
みつ
に連動していく。そのようすについて，多様な面から考えてみよう。

移民制限の風
ふう

刺
し

画（1893年）　　　　 5 人の影に注目して，風刺の内
容を考えてみよう。アメリカの雑誌に掲載された風刺画は，この時期の制
限開始の内容と対応しているだろうか。 

南米への移民をよびかけるポ
スター　明治維

い
新
しん
後に急速に人口

が増加した日本からも，移民送出が
おこったが，入

にゅう
植
しょく
地の条件は一般に

よくなかった。このポスターは大正
時代末期のもの。

スエズ運河の開通と東西間の
移動距離の短縮　1869年に完成し
たスエズ運河は，アフリカ南

なん
端
たん
を迂

う

回
かい
せずにユーラシアの東西を海路で

結んだ。19世紀末までは，機械的な
動力と帆

ほ
を併用した機

き
帆
はん
船
せん
が多いこ

とに注目しておきたい。

アメリカ合衆国への移民の出国（地域）別人数　　　　移民に出
る要因と，移民を受け入れる要因を考えてみよう。

自由の女神をながめる移民たち　19世紀から20世紀
にかけ，広大な西部開拓と工業化とが大きくすすんだアメ
リカは，移民には夢の地であった。 

　欧米諸国が経済を発展させ，軍事的に世界に進
出するなかで，人々の移動のしかたは大きくかわ
った。19世紀後半からは，陸上には鉄道と運河が
網
あみ
の目のように広がり，海上では巨大な船

せん
舶
ぱく
が往

来するようになった。世界は，郵便と電信によっ
て結ばれるようになり，人間と商品と情報が大量
に，また，すばやく移動するようになっていく。
人々の国際的な移動が活発化したことによって，
諸地域の状況はどのような変化をとげたのだろう
か，各自で問いを立てて調べてみよう。

　18世紀後半から産業革命がはじまったイギ
リスを先頭に，19世紀には欧米各国で工業発
展が追求され，自由貿易体制を基本とした世
界市

し
場
じょう
が一体的に形成されていった。あらゆ

る地域や国が，商品市場として，あるいは原
料供

きょう
給
きゅう
地や資本投下先として，世界の政治

経済に組みこまれていった。一方で欧米各国
は，植民地拡大や勢力圏確保のために，19世
紀後半から世界各地で覇

は
権
けん
抗争を激化させて

いく。独自の変革をすすめつつあったアジア
諸国もまた，こうした展開にまきこまれてい
かざるを得なかった。こうした一連の世界の
変
へん
容
よう
について，資料をもとに考えてみよう。

（→p.233）

リヴァプール港のにぎわい（1890～1910年ごろ）　20世紀はじめまでイ
ギリスが経済的優位にあった要因の一つは，その海

かい
運
うん
力の大きさであった。
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イギリスの原綿輸入量と輸入相手国・地域　
　　　グラフが変化している部分の理由を考えてみよう。

日本人が見たイギリス　1871年から欧米に派
は
遣
けん
された岩

いわ
倉
くら
使
し
節
せつ
団は，

主目的の不平等条約改正は果たせなかったが，欧米の産業，政治，社会の実
態にふれて帰国し，日本の進路に大きな影響を与えた。『特命全権大使 米欧
回覧実記』は使節団に随行した久

く
米
め
邦
くに
武
たけ
が編
へん
纂
さん
した記録である。

『特命全権大使米欧回覧実記』
� 1872年 9 月19日，ニューキャッスル市

英国の富
とみ
は，石炭と鉄によって機械を運転し，綿

めん
・毛・麻

あさ
を紡

ぼう
織
しょく

するのを眼
がん
目
もく
としている。羊

よう
毛
もう
は遠く豪州から，綿

めん
花
か
はアメリカ

諸国から，麻はインドから，そして亜
あ
麻
ま
はロシアから輸入している。

これらの原料を英国内で多く産出するからそれらの紡織業が興
こう
隆
りゅう

したわけではない。〔略〕
　これに反し，東洋や南洋ではそうした天然資源はたいへん豊富
である。ただ，その地域の人々はものを製造するという仕事に意
を用いないために，そのことについてはすっかり欧州に頼ってい
るのである。いわば，東洋・南洋の人々は，天然資源で西洋の産
業の成果を買い入れている。簡単に言えば人民が怠惰なのだ。考
えても見よ。東洋が西洋に及ばないのは，才能が劣っているわけ
ではない。知力が鈍いわけでもない。ただ，経済的な意識が乏

とぼ
しく，

高
こう
尚
しょう
な空理空論に日を送っているからである。

� （久米邦武編著『現代語訳�特命全権大使�米欧回覧実記普及版第 2巻』）

コーヒー農園（1870年代，ブラジル）　
貿易の広がりは，植民地などでのモノカ
ルチャー経済化の進展にもつながった。世界の植民地分割と勢力圏の概観（1914年）
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2アジア，アフリカ，ラテ
ンアメリカの各国や社会
は，1970年代の冷

れい

戦
せん

の変
へん

容
よう

に対してどのような選
択をして対応したのだろ
うか。

冷戦の変容と世界の諸地域 めたイランやサウジアラビアなどの産油国は，外貨の蓄
ちく
積
せき
に成功した。こう

して，発展途上国のなかでも，豊かさの獲得へと向かう国と，発展への足が

かりをつかめずにいる国との経済格差が生じた（南南問題）。

中国と西側諸国
中国では1966年に文化大革命が勃

ぼっ
発
ぱつ
して国内政治が混

乱する一方，69年にソ連と軍事衝
しょう
突
とつ
が生じるなどして

中ソ対立が激化した。そのため，中国はアメリカ合衆国など西側諸国への接

近を試みた。その結果，1970年にカナダとの国交を正常化させ，71年にアメ

リカのキ
Kissinger

ッシンジャー大統領補佐官の訪
ほう
中
ちゅう
で米中和解の足がかりがつくられ

た。同年，国連では台湾の国民党政権にかわって中国の代表権を得て，安全

保障理事会の常任理事国の議席を得た。翌72年にはニ
Nixon

クソン大統領が訪中し

て毛
もう
沢
たく
東
とう
と会談し，米中和解がすすんだ。また，同年 9月に日本の田

た
中
なか
角
かく
栄
えい

首相が訪中して，日中国交正常化がなされた。日本は台湾と断交したが，経

済や文化面での関係は維持された。

中国の
改革・開放政策

1970年代に入ると中国では，肥料の導入などにより農

業の増産がみられた。また，1976年に周
しゅう
恩
おん
来
らい
と毛沢東

があいついで死去すると，四人組は逮捕され，文化大革命は終結した。

　文化大革命終結後，毛沢東の後継者である華
か

国
こく

鋒
ほう

が
（Hua Guofeng）

，農業・工業・国防・

科学技術の「四つの現代化」を提起し，1978年に華国鋒にかわって実権を掌
しょう

握
あく
した鄧

とう

小
しょう

平
へい

が
（Deng Xiaoping）

それを推進し，階級闘争をやめて経済を中心とする改革と対

外開放政策をすすめようとした（改革・開放政策）。1981年には，共産党の

一党独裁を維持して民主化を抑
よく
制
せい
しつつ，農村部での人民公社の解体や生産

請
うけ
負
おい
制の実施，おもに都市部での外国資本や技術による経済建設などからな

る，市
し
場
じょう
経済原理を導入した。しかし，党官

かん
僚
りょう
の腐

ふ
敗
はい
や人権の抑

よく
圧
あつ
，インフ

レや所得格差，沿岸部と内陸部の格差の拡大など，多くの問題が生じた。

（→p.361）

（1923〜）

（在職1969〜74）（→p.362）

（在職1972〜74）

（1921〜2008）

（→p.361）

（→p.348）

日本の経済発展と
東アジアの民主化

1970年代の石油危機と世界不
ふ
況
きょう
を，技術革新と合理化

によって切りぬけた日本は，経済の安定成長をつづけ，

韓国や台湾，香港，シンガポールへの資本輸出を行った。それはこれらの地

域の経済発展へと結びつき，N
ニーズ
IES（新

しん
興
こう
工業経済地域）とよばれる国々が

出てきた。また，1972年の日中国交正常化や78年の日中平和友好条約締
てい
結
けつ
，

翌79年の対中経済協力の開始にともない，中国との経済関係が深まり，日本

は中国の最大の貿易相手国となった。日本は，1980年代には経済が不調なア

メリカ合衆国にかわって世界経済を牽
けん
引
いん
し，87年には世界最大の債

さい
権
けん
国とな

った。しかし，対米輸出が急増すると，これがアメリカの貿易赤字の原因だ

とみなされて日米間の貿易摩
ま
擦
さつ
が激化し，アメリカの議会やマスコミでは日

本たたき（ジャパン・バッシング）が展開された。アメリカ政府は，貿易の

不均
きん
衡
こう
を是

ぜ
正
せい
するため，日本に輸入拡大や非関

かん
税
ぜい
障
しょう
壁
へき
の撤

てっ
廃
ぱい
などをせまった。

　日本の急激な経済成長は，周辺のアジア諸国にも経済発展をもたらした。各

国では，開発独
どく
裁
さい
政権が関税障壁などを利用しつつ国内産業を保護・育成し

て工業化をすすめ，一方では先進国の自由貿易体制に依
い
存
そん
して輸出を推進した。

また，経済発展が生みだした中間層などによる民主化もすすんだ。

　韓国では，全
チョン
斗
ドゥ
煥
ホアン
，盧

ノ
泰
テ
愚
ウ
とつづいた軍事政権が，低賃金と外資導入を結

びつけた工業化をすすめ，年率10%をこえる経済成長がつづいた。1980年に

学生や労働者による民主化要求運動を武力弾
だん
圧
あつ
する光

クワン
州
ジュ
事件がおこったが，

政府は87年に民主化宣言を行い，88年にソウルオリンピックを開いて，その

国際的地位を高めた。

　台湾も，韓国と同様に経済発展がつづいたが，政治的には1949年以来，国

民党の一
いっ
党
とう
独裁下にあった。1986年，民主化運動やアメリカからの圧力を背

景に民
みん
進
しん
党の結成が認められ，87年には戒

かい
厳
げん
令
れい
が解除された。1988年には蔣

しょう

介
かい
石
せき
の子で後

こう
任
にん
の蔣

しょう

経
けい

国
こく

総
（Chiang Ching-kuo）

統が死去し，本
ほん
省
しょう
人
じん
で副総統の李

り

登
とう

輝
き

が
（Lee Teng-hui）

総統に就

任して民主化をすすめ，90年代初頭には大陸反攻も放
ほう
棄
き
して，「台湾にある

中華民国」としての国家建設をすすめた。

　東南アジアでも，A
アセアン
SEAN諸国が，日本の資本投下と市

し
場
じょう
拡大に連動して，

経済を発展させた。1980年代後半に，フィリピンではマルコス独裁政権が崩
ほう

壊
かい
して民主政権が誕生した。しかし，経済発展にともなって貧

ひん
富
ぷ
の差の拡大

や環境問題，伝統的な文化の変
へん
容
よう
など，社会のひずみも拡大した。

　1970年代にアメリカや日本などから資本や技術を導入してめざましい発展

をとげた韓国や台湾などNIES諸国や，欧米の石油メジャーからの自立を強

（→p.365）

（→p.359）

（在職1980〜88）（在職1988〜93）

（→p.342）

（→p.316, 325, 341） （在職1978〜88）そうとう （在職1988〜96，96〜2000）

（→p.359）

（→p.359）

コラソン・アキノ（在職1986
～92）　マルコスに暗

あん
殺
さつ
された夫

ベニグノ・アキノの遺
い
志
し
をつぎ，

マルコス政権崩壊後のフィリピン
大統領となった。

握
あく

手
しゅ

するニクソンと毛沢東
（1972年 2 月）　アメリカは，ベ
トナム戦争での苦

く
戦
せん
により外交政

策の見直しをせまられ，中国との
関係を対決から和解に転じた。

日本製品を破
は

壊
かい

して抗議す
るアメリカの労働者（1980年）

光州事件の首
しゅ

謀
ぼう

者とされた金
キム

大
デ

中
ジュン

（→p.376）は，死刑判決を
受けた。1973年に「金

きん
大
だい

中
ちゅう

事
じ

件
けん

」を経験した日本を含む国際
世論は，この判決を強く批判し
た。金大中はのちに釈

しゃく
放
ほう

された。

アメリカのカーター（在職
1977〜81）政権は，海外の民主
化を求める人権外交を展開し，
開発独裁をとってきた諸国の民
主化を後押しした。 中国は1960年代にアメリカ以

外の西側諸国との関係改善にの
りだし，64年にはフランスとの
間で国交正常化がなされていた。

米中国交正常化は1979年 1 月
に実現した。

日本企業のタイ法人工場で，
現地の工員を指導する日本人
技術者（1989年）

一　 日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は，この共同声明が発
はっ

出
しゅつ

される日に終了する。
二　 日本国政府は，中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。
三　 中華人民共和国政府は，台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを

重ねて表明する。日本国政府は，この中華人民共和国政府の立場を十分理解し，尊
重し，ポツダム宣言第八項*に基づく立場を堅

けん
持
じ

する。
五　 中華人民共和国政府は，中日両国国民の友好のために，日本国に対する戦争賠

ばい
償
しょう

の
請求を放棄することを宣言する。

＊�「『カイロ』宣言ノ条項ハ履行セラルヘク又日本国ノ主権ハ本州，北海道，九州及
および
四国並ニ吾

等ノ決定スル諸小島ニ局限セラルヘシ」という内容をさす。

日中共同声明（1972年 9月29日）　日中国交正常化に際して両国政府が発した日中共同声明の
内容は，他国と中国とが国交を正常化する際に発する文書のモデルの一つともなった。　　　　こ
こでの「台湾」のあつかいに注目して，社会制度を異

こと
にし，冷戦下で異なる陣営に属していた日中

両国の国交正常化の性格について考えてみよう。

1970年代に中国と西側諸国と
の関係が改善されたことは，東
アジアの冷戦に新たな特徴を与
えた。主要先進国は中国と国交
を正常化させて経済関係をしだ
いに強化していったが，軍事安
全保障面では台湾が自由主義陣
営にとどまったのである。

1970年代半ばになると，鄧小
平ら失

しっ
脚
きゃく

していた幹部の一部が
復
ふっ

権
けん

し，経済政策の調整がはか
られた。

「四つの現代化」は60年代に
周恩来が提

てい
唱
しょう

し，1973年に復
ふっ

権
けん

した鄧小平もそれを唱えた。
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2アジア，アフリカ，ラテ
ンアメリカの各国や社会
は，1970年代の冷

れい

戦
せん

の変
へん

容
よう

に対してどのような選
択をして対応したのだろ
うか。

冷戦の変容と世界の諸地域 めたイランやサウジアラビアなどの産油国は，外貨の蓄
ちく
積
せき
に成功した。こう

して，発展途上国のなかでも，豊かさの獲得へと向かう国と，発展への足が

かりをつかめずにいる国との経済格差が生じた（南南問題）。

中国と西側諸国
中国では1966年に文化大革命が勃

ぼっ
発
ぱつ
して国内政治が混

乱する一方，69年にソ連と軍事衝
しょう
突
とつ
が生じるなどして

中ソ対立が激化した。そのため，中国はアメリカ合衆国など西側諸国への接

近を試みた。その結果，1970年にカナダとの国交を正常化させ，71年にアメ

リカのキ
Kissinger

ッシンジャー大統領補佐官の訪
ほう
中
ちゅう
で米中和解の足がかりがつくられ

た。同年，国連では台湾の国民党政権にかわって中国の代表権を得て，安全

保障理事会の常任理事国の議席を得た。翌72年にはニ
Nixon

クソン大統領が訪中し

て毛
もう
沢
たく
東
とう
と会談し，米中和解がすすんだ。また，同年 9月に日本の田

た
中
なか
角
かく
栄
えい

首相が訪中して，日中国交正常化がなされた。日本は台湾と断交したが，経

済や文化面での関係は維持された。

中国の
改革・開放政策

1970年代に入ると中国では，肥料の導入などにより農

業の増産がみられた。また，1976年に周
しゅう
恩
おん
来
らい
と毛沢東

があいついで死去すると，四人組は逮捕され，文化大革命は終結した。

　文化大革命終結後，毛沢東の後継者である華
か

国
こく

鋒
ほう

が
（Hua Guofeng）

，農業・工業・国防・

科学技術の「四つの現代化」を提起し，1978年に華国鋒にかわって実権を掌
しょう

握
あく
した鄧

とう

小
しょう

平
へい

が
（Deng Xiaoping）

それを推進し，階級闘争をやめて経済を中心とする改革と対

外開放政策をすすめようとした（改革・開放政策）。1981年には，共産党の

一党独裁を維持して民主化を抑
よく
制
せい
しつつ，農村部での人民公社の解体や生産

請
うけ
負
おい
制の実施，おもに都市部での外国資本や技術による経済建設などからな

る，市
し
場
じょう
経済原理を導入した。しかし，党官

かん
僚
りょう
の腐

ふ
敗
はい
や人権の抑

よく
圧
あつ
，インフ

レや所得格差，沿岸部と内陸部の格差の拡大など，多くの問題が生じた。

（→p.361）

（1923〜2023）

（在職1969〜74）（→p.362）

（在職1972〜74）

（1921〜2008）

（→p.361）

（→p.348）

日本の経済発展と
東アジアの民主化

1970年代の石油危機と世界不
ふ
況
きょう
を，技術革新と合理化

によって切りぬけた日本は，経済の安定成長をつづけ，

韓国や台湾，香港，シンガポールへの資本輸出を行った。それはこれらの地

域の経済発展へと結びつき，N
ニーズ
IES（新

しん
興
こう
工業経済地域）とよばれる国々が

出てきた。また，1972年の日中国交正常化や78年の日中平和友好条約締
てい
結
けつ
，

翌79年の対中経済協力の開始にともない，中国との経済関係が深まり，日本

は中国の最大の貿易相手国となった。日本は，1980年代には経済が不調なア

メリカ合衆国にかわって世界経済を牽
けん
引
いん
し，87年には世界最大の債

さい
権
けん
国とな

った。しかし，対米輸出が急増すると，これがアメリカの貿易赤字の原因だ

とみなされて日米間の貿易摩
ま
擦
さつ
が激化し，アメリカの議会やマスコミでは日

本たたき（ジャパン・バッシング）が展開された。アメリカ政府は，貿易の

不均
きん
衡
こう
を是

ぜ
正
せい
するため，日本に輸入拡大や非関

かん
税
ぜい
障
しょう
壁
へき
の撤

てっ
廃
ぱい
などをせまった。

　日本の急激な経済成長は，周辺のアジア諸国にも経済発展をもたらした。各

国では，開発独
どく
裁
さい
政権が関税障壁などを利用しつつ国内産業を保護・育成し

て工業化をすすめ，一方では先進国の自由貿易体制に依
い
存
そん
して輸出を推進した。

また，経済発展が生みだした中間層などによる民主化もすすんだ。

　韓国では，全
チョン
斗
ドゥ
煥
ホアン
，盧

ノ
泰
テ
愚
ウ
とつづいた軍事政権が，低賃金と外資導入を結

びつけた工業化をすすめ，年率10%をこえる経済成長がつづいた。1980年に

学生や労働者による民主化要求運動を武力弾
だん
圧
あつ
する光

クワン
州
ジュ
事件がおこったが，

政府は87年に民主化宣言を行い，88年にソウルオリンピックを開いて，その

国際的地位を高めた。

　台湾も，韓国と同様に経済発展がつづいたが，政治的には1949年以来，国

民党の一
いっ
党
とう
独裁下にあった。1986年，民主化運動やアメリカからの圧力を背

景に民
みん
進
しん
党の結成が認められ，87年には戒

かい
厳
げん
令
れい
が解除された。1988年には蔣

しょう

介
かい
石
せき
の子で後

こう
任
にん
の蔣

しょう

経
けい

国
こく

総
（Chiang Ching-kuo）

統が死去し，本
ほん
省
しょう
人
じん
で副総統の李

り

登
とう

輝
き

が
（Lee Teng-hui）

総統に就

任して民主化をすすめ，90年代初頭には大陸反攻も放
ほう
棄
き
して，「台湾にある

中華民国」としての国家建設をすすめた。

　東南アジアでも，A
アセアン
SEAN諸国が，日本の資本投下と市

し
場
じょう
拡大に連動して，

経済を発展させた。1980年代後半に，フィリピンではマルコス独裁政権が崩
ほう

壊
かい
して民主政権が誕生した。しかし，経済発展にともなって貧

ひん
富
ぷ
の差の拡大

や環境問題，伝統的な文化の変
へん
容
よう
など，社会のひずみも拡大した。

　1970年代にアメリカや日本などから資本や技術を導入してめざましい発展

をとげた韓国や台湾などNIES諸国や，欧米の石油メジャーからの自立を強

（→p.365）

（→p.359）

（在職1980〜88）（在職1988〜93）

（→p.342）

（→p.316, 325, 341） （在職1978〜88）そうとう （在職1988〜96，96〜2000）

（→p.359）

（→p.359）

コラソン・アキノ（在職1986
～92）　マルコスに暗

あん
殺
さつ
された夫

ベニグノ・アキノの遺
い
志
し
をつぎ，

マルコス政権崩壊後のフィリピン
大統領となった。

握
あく

手
しゅ

するニクソンと毛沢東
（1972年 2 月）　アメリカは，ベ
トナム戦争での苦

く
戦
せん
により外交政

策の見直しをせまられ，中国との
関係を対決から和解に転じた。

日本製品を破
は

壊
かい

して抗議す
るアメリカの労働者（1980年）

民主化要求運動の首
しゅ
謀
ぼう
者とさ

れた金
キム
大
デ
中
ジュン
（→p.376）は，死刑

判決を受けた。1973年に「金
きん
大
だい

中
ちゅう
事
じ
件
けん
」を経験した日本を含む

国際世論は，この判決を強く批
判した。金大中はのちに釈

しゃく
放
ほう
さ

れた。

アメリカのカーター（在職
1977〜81）政権は，海外の民主
化を求める人権外交を展開し，
開発独裁をとってきた諸国の民
主化を後押しした。

中国は1960年代にアメリカ以
外の西側諸国との関係改善にの
りだし，64年にはフランスとの
間で国交正常化がなされていた。

米中国交正常化は1979年 1 月
に実現した。

日本企業のタイ法人工場で，
現地の工員を指導する日本人
技術者（1989年）

一　�日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は，この共同声明が発
はっ
出
しゅつ

される日に終了する。
二　�日本国政府は，中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。
三　�中華人民共和国政府は，台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを
重ねて表明する。日本国政府は，この中華人民共和国政府の立場を十分理解し，尊
重し，ポツダム宣言第八項*に基づく立場を堅

けん
持
じ
する。

五　�中華人民共和国政府は，中日両国国民の友好のために，日本国に対する戦争賠
ばい
償
しょう
の

請求を放棄することを宣言する。
＊�「『カイロ』宣言ノ条項ハ履行セラルヘク又日本国ノ主権ハ本州，北海道，九州及

および
四国並ニ吾

等ノ決定スル諸小島ニ局限セラルヘシ」という内容をさす。

日中共同声明（1972年 9月29日）　日中国交正常化に際して両国政府が発した日中共同声明の
内容は，他国と中国とが国交を正常化する際に発する文書のモデルの一つともなった。　　　　こ
こでの「台湾」のあつかいに注目して，社会制度を異

こと
にし，冷戦下で異なる陣営に属していた日中

両国の国交正常化の性格について考えてみよう。

1970年代に中国と西側諸国と
の関係が改善されたことは，東
アジアの冷戦に新たな特徴を与
えた。主要先進国は中国と国交
を正常化させて経済関係をしだ
いに強化していったが，軍事安
全保障面では台湾が自由主義陣
営にとどまったのである。

1970年代半ばになると，鄧小
平ら失

しっ
脚
きゃく
していた幹部の一部が

復
ふっ
権
けん
し，経済政策の調整がはか

られた。

「四つの現代化」は60年代に
周恩来が提

てい
唱
しょう
し，1973年に復

ふっ
権
けん

した鄧小平もそれを唱えた。
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　19世紀後半のヨーロッパや北アメリカでは国民国家が確立
し，産業資本主義のもと，経済力を充実させていった。はじ
めはイギリスが圧倒的優位に立っていたが，19世紀末には各
国の覇

は
権
けん
争いが激化した。産業資本主義の発展にともない，

欧米諸国は原料や市
し
場
じょう
を求めて対外進出政策をとりはじめ，

やがて，植民地の獲得や勢力圏の拡大をめぐり，世界各地で
対立した。
　欧米諸国が国民国家を単位とした国際秩

ちつ
序
じょ
を形成する一方

で，オスマン帝国，清
シン
などの諸帝国は多くの民族を含む広い

領域を支配していた。これらの諸帝国では支配体制のゆるみ
や社会不安がみられ，国内の改革がはじまろうとしていた。
また，欧米諸国の軍事力による進出のなかで，アジアの諸帝
国は，近代化をめざす動きと，それぞれの伝統を守ろうとす
る動きとの間でゆれ動いた。19世紀後半には，西アジアでは
ヨーロッパ諸国への従

じゅう
属
ぞく
や保護国化が，インドでは植民地

統治が，東南アジアでは植民地化が進行した。また，東アジ
アでは欧米諸国との貿易のために開港がせまられ，不平等条
約を結ばされた。こうしたなか，日本は欧米にならった近代
化政策を推進した。
　また，19世紀後半は，運輸・通信技術の飛

ひ
躍
やく
的な発展，マ

ス・メディアの発達などを背景として，人やもの，情報が行
きかい，世界の一体化が急速に進行した時代でもあった。鉄
道や汽船の普

ふ
及
きゅう
によって，移民や巡

じゅん
礼
れい
，旅行など人々の移

動は容易になり，さまざまな思想，
情報が世界各地に伝

でん
播
ぱ
した。世界各

地の出
で
来
き
事
ごと
や情報は電信によってす

ばやく伝えられ，新聞などを通して
多くの人々がそれらを共有した。

（→p.226）

（→p.228）

この時期に人の移動が急速にすす
んだのはなぜだろうか。また，
移民は移動先の社会にどのような変化をもたらし
ただろうか。

19

アメリカ大陸横断鉄道　北米での
鉄道開通工事には多くのアジアからの移
民がたずさわっていた。彼らはトンネル
開削などの難工事を手がけ，鉄道開通に
大いに貢献した。

アメリカ大陸横断鉄道　北米での鉄道開通工事
には多くのアジアからの移民がたずさわっていた。彼
らはトンネル開

かい
削
さく
などの難工事を手がけ，鉄道開通に

大いに貢
こう
献
けん
した。

トマス・クック旅行社のポスター　
トマス・クック旅行社はロンドン万国博覧会
の時に団体旅行を手がけて成功した。以後，
観光旅行が庶民の娯

ご
楽
らく
になっていった。

ハワイで働く日系移民（1885年）　1880年代以降，多くの日
本人がハワイやアメリカ西海岸，南米などに移住していった。現
地ではきびしい労働環境のなかで働き，社会的地位を向上させて
いった。

スエズ運河の開通　10年に及ぶ難工事で，多くのエジプト人
労働者を犠

ぎ
牲
せい
にして完成した。このスエズ運河により，ヨーロッ

パからインドへの航海日数は大幅に短縮された。

 世 紀 後 半 の
　 　 　 世 界

地球を舞台とした大規
き
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ぼ

な人口移動
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アメリカ合衆国
（3,360万人,1821～1920）

シベリア

カナダ
（230万人）

中国

南アメリカ
 （360万人）

ブラジル

アルジェリア
（76万人）

アメリカ合衆国へ
（200万人,1890～1910）

アラビア

ケ
ー
プ
植
民
地 オー

スト
ラリ
ア，

ニュ
ージ
ーラ
ンド
ヘ（
20
0万
人）

（55万人,
1860～1900）

（16万人,
1888まで）

日本

インド

タイ

年代の表示がないものは
1821～1910年の人口移動
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　19世紀後半のヨーロッパや北アメリカでは国民国家が確立
し，産業資本主義のもと，経済力を充実させていった。はじ
めはイギリスが圧倒的優位に立っていたが，19世紀末には各
国の覇

は
権
けん
争いが激化した。産業資本主義の発展にともない，

欧米諸国は原料や市
し
場
じょう
を求めて対外進出政策をとりはじめ，

やがて，植民地の獲得や勢力圏の拡大をめぐり，世界各地で
対立した。
　欧米諸国が国民国家を単位とした国際秩

ちつ
序
じょ
を形成する一方

で，オスマン帝国，清
シン
などの諸帝国は多くの民族を含む広い

領域を支配していた。これらの諸帝国では支配体制のゆるみ
や社会不安がみられ，国内の改革がはじまろうとしていた。
また，欧米諸国の軍事力による進出のなかで，アジアの諸帝
国は，近代化をめざす動きと，それぞれの伝統を守ろうとす
る動きとの間でゆれ動いた。19世紀後半には，西アジアでは
ヨーロッパ諸国への従

じゅう
属
ぞく
や保護国化が，インドでは植民地

統治が，東南アジアでは植民地化が進行した。また，東アジ
アでは欧米諸国との貿易のために開港がせまられ，不平等条
約を結ばされた。こうしたなか，日本は欧米にならった近代
化政策を推進した。
　また，19世紀後半は，運輸・通信技術の飛

ひ
躍
やく
的な発展，マ

ス・メディアの発達などを背景として，人やもの，情報が行
きかい，世界の一体化が急速に進行した時代でもあった。鉄
道や汽船の普

ふ
及
きゅう
によって，移民や巡

じゅん
礼
れい
，旅行など人々の移

動は容易になり，さまざまな思想，
情報が世界各地に伝

でん
播
ぱ
した。世界各

地の出
で
来
き
事
ごと
や情報は電信によってす

ばやく伝えられ，新聞などを通して
多くの人々がそれらを共有した。

（→p.226）

（→p.228）

この時期に人の移動が急速にすす
んだのはなぜだろうか。また，
移民は移動先の社会にどのような変化をもたらし
ただろうか。

19

アメリカ大陸横断鉄道　北米での
鉄道開通工事には多くのアジアからの移
民がたずさわっていた。彼らはトンネル
開削などの難工事を手がけ，鉄道開通に
大いに貢献した。

アメリカ大陸横断鉄道　北米での鉄道開通工事
には多くのアジアからの移民がたずさわっていた。彼
らはトンネル開

かい
削
さく
などの難工事を手がけ，鉄道開通に

大いに貢
こう
献
けん
した。

トマス・クック旅行社のポスター　
トマス・クック旅行社はロンドン万国博覧会
の時に団体旅行を手がけて成功した。以後，
観光旅行が庶民の娯

ご
楽
らく
になっていった。

ハワイで働く日系移民（1885年）　1880年代以降，多くの日
本人がハワイやアメリカ西海岸，南米などに移住していった。現
地ではきびしい労働環境のなかで働き，社会的地位を向上させて
いった。

スエズ運河の開通　10年に及ぶ難工事で，多くのエジプト人
労働者を犠

ぎ
牲
せい
にして完成した。このスエズ運河により，ヨーロッ

パからインドへの航海日数は大幅に短縮された。
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